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〔研究の概要〕 

 ギガビット級の不揮発性磁気メモリの実現のためには、ナノサイズでも安定に動作するトンネル磁気抵抗

（TMR）素子の高性能化が重要である。それには、高い垂直磁気異方性と低い磁気摩擦を兼備する垂直磁性材

料を電極に用いた新しいタイプの TMR 素子を研究する必要がある。本課題では、主に TMR 比を高めることを

最重要課題とし、これまで申請者のグループが見出した Mn-Ga 基合金を用い、TMR 素子の作製と評価および

ナノ接合の形成に関する研究を行った。 

 

〔研究経過および成果〕 

 

Mn-Ga 合金は高い垂直磁気異方性と低い磁気摩

擦を兼備する材料であると同時に、これを電極として

用いた TMR 素子 は 600%を超す大きな磁気抵抗比

（TMR 比）を発現すると理論的に予測されており、ス

ピン注入型磁気メモリに非常に適した材料である。し

かしながら、本課題開始前の時点で、TMR 比は低温

で 20%程度、室温で数%と非常に小さかった。その原

因として、Mn-Ga/MgO 界面における格子のミスマッ

チなどが考えられた。そこで本課題では、界面原子

構造およびその電子構造の変調を狙い、いくつかの

磁性元素を挿入した接合を作製し評価を行った。 

図１ Fe挿入接合のTMR比のFe厚み依存性。観測

値をTMRobs、平行・反平行を想定した換算値を

TMRP-APとしている。 

 

されているものの、Fe が 1 nm 以上になると TMR 比が

急激に増大する傾向があり、最大で室温 24%まで増

大することが分かった。磁化の反平行状態が保てる

接合であれば、室温で 57%の TMR 比が期待できるこ

とが分かった[1]。 

 実験結果①Mn-Ga/Fe/MgO/CoFeトンネル接合 

薄膜試料は全て超高真空スパッタ法を用いて作製し、

接合形成にはフォトリソグラフィーを用いた。断面の

電子顕微鏡観察(TEM)から、作製した接合は比較的

良好な界面を有していることが分かった。この接合で

評価された TMR 比の Fe 厚み依存性を図１に示す。

Mn-Ga 電極が垂直磁化、CoFe 対抗電極が面内磁

化なので磁化が反平行にならず TMR 比は過小評価 

②Mn-Ga/Co/MgO/CoFeB垂直磁化トンネル接合 

元素の違いによる界面構造や伝導特性の変化につ

いて知見を得るため、界面にCoを挿入した接合を調

べた。その際、磁性電極の磁化の平行・反平行を 
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図２ 室温および低温のトンネル磁気抵抗曲線 (a) 

Mn-Ga/MgO/CoFeB 接合、(b) Mn-Ga/Co/MgO/ 

CoFeB 接合。 

 

得るため、対抗電極として垂直磁化する CoFeB を用

いた[2, 3]。断面の TEM からは Fe と同様の比較的良

好な界面であること、また Co が bcc に近い構造をとっ

ていることが示唆された。図 2 にこの接合の典型的な

磁気抵抗曲線を示す。非常に興味深いことに、磁場

に対し二段階の抵抗の変化を示している。ゼロ磁場

付近では、通常の磁気抵抗曲線をさかさまにしたい

わゆるインバース型の TMR を示しているが、高磁場

を印加すると、抵抗が緩やかに減少している。この磁

気抵抗曲線は、挿入した Co 層と Mn-Ga 層の界面に

反強磁性的結合が生じていると仮定するとうまく説明

できることが分かったが、そのメカニズムの解明は今

後の課題である [2, 3]。この接合では Co の厚みが約

1.5 nm の時に室温で最大 40%、低温で最大 80％の

TMR 比を得た。 

③Mn-Ga/CoFeB/MgO/CoFeトンネル接合 同様に

元素の違いによる界面構造や伝導特性の変化につ

いて知見を得るため、界面にCoFeBを挿入した接合

を調べた。紙数の都合上詳細は記せないが、室温で

約 40%の大きさのTMR比を得ている[4]。 

成果のまとめ 助成前は室温で数%であったTMR比

を様々な界面層について検討した結果、室温で

40-60%程度の大きさまで増大させることに成功した。

実用レベルにはまだ数倍たらないが、界面の元素種

によるTMR比の増大の仕方や磁性の変化の起源が

分かれば、さらにTMR比を大きくすることも可能であ

ると考えられる。また、以上の結果に基づいたナノ

Mn-Gaトンネル接合の形成も行っており、今後報告

する予定である。最後に、本研究を支援して下さった

カシオ財団に深く感謝いたします。 
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〔研究の概要〕 

 マイクロナノ摩擦に伴うエネルギー損失は右肩上がりに増加しており、近年では日本一国だけで年間十兆円規

模の損失になっているといわれている。そこで、摩擦によるエネルギー損失を低減することが急務となっている。

しかし、近年の機械デバイスはマイクロ・ナノスケールにすることで、従来とは一線を画す機能や性能を実現して

おり、これらの発展により、摩擦によるエネルギー損失が上昇すると予想される。特にスケール則のためにマイク

ロ・ナノスケールの摩擦は、マクロスケールの摩擦に比べて影響が大きくなる。そこで、超小型機械デバイスの摩

擦低減に伴う低消費電力を目指して、グラフェンやダイヤモンドライクカーボン(DLC)といった超潤滑材の潤滑メ

カニズムを透過電子顕微鏡（TEM）と微小機械素子（MEMS）を用いて解明することを試みた。DLC は粗い表面

でも平坦な表面でも、摩擦界面にナノベアリングを形成し、その潤滑を実現していることがわかった。 

 

〔研究経過および成果〕 

本研究では超潤滑材料であるグラフェンや超平坦

DLC のメカニズムを解明するため、MEMS と TEM を

組み合わせた実験系を用いた実験を行った。そこで、

MEMSの開発とそれを用いた可視化実験の成果につ

いていかに説明する。 

1. 超潤滑メカニズムを解明用 MEMS 対向針 

図 1 に示すような、MEMS 対向針を作製する。

MEMS 対向針は接近用静電アクチュエータと摺動用

静電アクチュエータを実装した対向針を備えている。

静電アクチュエータは可動電極と駆動電極からなり、

可動電極-駆動電極間に電圧を印可することで、静

電力により針を動かすことができる。この MEMS 対向

針は TEM に挿入可能なため、TEM 内実験を行うこと

ができる。この対向針にグラフェンや超平坦な DLC を

成膜することで、それぞれの材料における摩擦特性

を評価することを可能とする。以下に、対向針先端へ

の潤滑材の成膜方法を説明する。 

１．１ グラフェン： 集束イオンビーム（FIB）を用いた

気相成長(CVD)法によって形成した DLC ナノピラー

の先端を FIB で加工する。それを真空アニーラーに

よって 450 度まで加熱すると、ナノピラー先端に Ga

球が形成され、冷却すると Ga 球表面にグラフェンが

成膜される。図 1(a,b)にその様子を示す。Ga 球表面

にグラフェンのような層構造が確認できるが、電子線

エネルギー損失分光法を用いて確認したところ、グラ

フェンの存在は確認できなかった。 

 

図 1 MEMS 対向針。(a)概略図。(b) 走査電子顕微

鏡像。二つの静電アクチュエータを用いて対向針間

で摺動実験を可能とした。 



１．２ 超平坦 DLC： FIB-CVD 法を用いて、DLC を

成膜する。ただし、FIB-CVD 法によって成膜した

DLC は表面が nm オーダーで平坦であり、側壁は数

十 nm オーダーの凹凸が無数に存在する。そこで、対

向針の先端方向からほぼ垂直にGaビームを入射し、

接触面に超平坦な DLC 面を形成した。図 1(a,b)にそ

の様子を示す。DLC 表面は nm オーダーで平坦であ

ることが確認できた。 

2. 超潤滑界面のリアルタイム可視化実験 

２．１ グラフェン： 前章で説明したように Ga 球表面

にグラフェンがあることを確認することは困難であった

が、摺動実験を行った。その結果、片側針に付着し

た Ga 球が軽くもう一方の針に接触したところで、対向

針間における Ga 球の移動が確認された。これと同時

に可動針が 21 nm 移動した。これにより Ga 球と針の

付着力は 40 nN 程度であることがわかった。ただし、

グラフェンの存在が確認できていないことから、本低

摩擦が何に由来するものかは確認できなかった。 

２．２ 超平坦DLC： 従来研究から数十nmオーダー

の凹凸を持つ DLC の摺動実験においては、摩耗粉

が集合し DLC ナノボールを形成し、ベアリング効果を

発現することで潤滑効果が生じることがわかっていた。

しかし、この摩耗粉は数十 nm オーダーの凹凸の破

壊に由来するところが大きく、超平坦な DLC における

潤滑効果を説明するには至っていなかった。そこで、

前章のように超平坦な DLC 表面を持つ対向針を作

製し、それを用いて超平坦なDLC界面の摺動実験を

行った。 

摺動実験により、超平坦な DLC においても摩耗粉

が容易に形成した。一回の摺動によって、直径 10 nm

程度の摩耗粉が 10 個程度形成された。この結果より、

摺動を繰り返すことで、摩耗粉の数は多くなり、その

結果として DLC ナノボールが形成されることが容易

に予想される。つまり超平坦 DLC においても、従来

の DLC 摺動実験同様、ナノボールのベアリング効果

によって、超潤滑を発現しているといえる。 

3. まとめ 

グラフェンや超平坦DLCのMEMS対向針を作製し、

それを用いて TEM 内摺動実験を行った。グラフェン

は対向針自体の作製がうまくいかなかった。一方、超

平坦 DLC では、従来の DLC 同様ナノボールのベア

リング効果により超潤滑が生じていると考えることがで

きることがわかった。 

 

図 2 対向針間における Ga 球の移動。(a)-(c)可動

針の移動により、Ga 球が固定針に押し付けられる。

(d)可動針から固定針への Ga 球が移動し、それと共

に可動針が 21 nm 移動した。 

 

図 3 超平坦 DLC の摺動に伴う摩耗粉の形成。(a)

摺動前の超平坦 DLC 対向針先端、(b)摺動後の

DLC 対向針における摩耗粉の形成。 



【０３】 随伴変数法に基づく流体場に関する感度解析とトポロジー最適化への適用 

 

研究者 京都大学大学院工学研究科 助教  山田 崇恭 

 

〔研究の概要〕 

 構造最適化とは，設計者の勘と経験に基づく試行錯誤に頼らず，構造物の最適な形状を，数学的・物理的根

拠に基づいて数値解析により求める方法である．中でも，トポロジー最適化は構造の外形形状だけではなく，穴

の数のような形状形態の変更をも可能とする，最も設計自由度が高い方法であり，かつ大幅な性能向上が期待

できる方法として，学術界および産業界において，広く認識されている．そこで本申請研究では，流体場のトポロ

ジー最適化を目指して，流体場に対する感度解析手法の開発を行うことを目的とする．なお，本申請研究では，

申請者が独自に開発したレベルセット法に基づくトポロジー最適化への適用を目指すため，トポロジー導関数の

考え方に基づき，感度解析を行う． 

 

〔研究経過および成果〕 

 本研究では，流体問題に対するトポロジー最適化

法の構築を目指して，流体場に対する設計感度解析

手法を随伴変数法に基づいて開発した．次に，その

概要を述べる． 

非圧縮性流体は次に示すナビエストークス方程式

を満たす． 

 
(1) 

 (2) 

 

(３) 

ここで，は流体領域，D は固定設計領域を表す．レ

ベルセット関数の等位面に沿って流体領域と非流体

領域を識別しながら最適化を行うためには，逐次有

限要素メッシュの再生成を必要とする．三次元問題

への展開を考慮すると，手続きは煩雑になる．そこで，

本研究では，ナビエストークス方程式を固定設計領

域 D へと拡張するため，次式に示す仮想的な外力を

考える： 

ここで，u は流速，p は圧力，Re はレイノルズ数，F

は外力を表す．トポロジー最適化へ展開するために

は，非流体領域と流体領域を識別しながら解析を進

める必要がある．本研究では，領域形状の表現方法

として，レベルセット法を用いる．すなわち，次式によ

り定義されるレベルセット関数の零等位面により非流

体領域と流体領域の形状を陰的に表現する： 

 (4) 

ここで，α は次式により定義する． 

 
(5) 

なお，α の下限値は零，上限値は十分に大きい値に

設定することにより，壁面上における非滑り境界を表

現する．また，特性関数は流体領域で１をとり，非流



体領域で零をとる関数とする． すなわち，図中の矩形領域を非流体領域もしくは流

体領域により占められているとし，流体領域に対して

体積制約を与えて，圧力損失が最小となる流路形状

を求める問題である．図３に得られた最適構造を示す．

ここでは，白色領域が流体領域を示し，黒色領域が

非流体領域を表す． 

 トポロジー最適化問題は次のように定式化される． 

(6) 

上述の定式化に基づいて，最適化アルゴリズムを

構築した．最適化アルゴリズムのフローチャートを図 1

に示す． 

 

本研究で開発した手法の有効性と妥当性を検証

するために，二次元の設計問題に適用した．ここでは，

図２示すディフューザーの設計問題について考える． 

 

 

図に示すように，滑らかで明瞭な最適形状が得られ

ていることを確認することができる．これにより，本研

究で提案した方法論の有効性と妥当性を示すことが

できた．なお，本研究で提案する手法は三次元への

拡張も可能であり，設計感度を随伴変数法により導

出しているため，大規模問題への展開も可能である

ことを注記しておく． 

 

〔発表論文〕 

１． Kentaro Yaji, Takayuki Yamada, Seiji Kubo, 

Kazuhiro, Izui and Shinji Nishiwaki, A Topology 

Optimization Method Under Oseen Flow Based 

on the Level Set Method, ICOME/JASCOME 

Symposium 2012, December 12-14, Kyoto, Japan, 

No.J02. 

図３ 本研究で構築した方法により得られた 

最適流路形状 

図２ 固定設計領域と境界条件 

図１ 最適化アルゴリズムのフローチャート



【０４】 小児成長評価のための小型オープン手専用 MRI の開発 

 

研究者 筑波大学大学院数理物質科学研究科 助教  寺田 康彦 

 

〔研究の概要〕 

 小児骨年齢の評価は，発達障害の診断などを目的として行われ，現在は単純 X 線で行われている．

しかし，これを MRI で行うことができれば，放射線被曝，三次元的評価，軟骨の評価の点で優位性

がある．本研究では，まず既存のリウマチ診断用 MRI 装置で小児の手を撮像し，MRI により小児の

骨年齢評価が可能であることを世界で初めて報告した．次に，小児の手に合わせてサイズを最適化し

た小型磁石を用いて，小児専用の小型オープン手専用 MRI 装置を開発した．この装置を用いて多数

の被験者計測を行い，骨年齢評価の判定と再現性評価を行った． 

 

 

〔研究経過および成果〕 

 まず，既存の MRI 装置によって小児骨年齢評価が

可能であるかどうかを検証した．この時用いた MRI 装

置は，当研究室で保有しているものであり，大人の手

の大きさに合わせて設計されたリウマチ診断用コンパ

クト MRI である．子どもの左手の骨を三次元的に描出

することのできる撮像パラメタの検討，撮像実験を行

い（図１），骨年齢判定法について検討した． 

その結果，パルスシーケンスとしては，3D グラジ

エントエコー法（コヒーレント型），Dwell 

time=20ms ， TR/TE=40ms/11ms ， FA=60，面内

FOV=200mm×100mm×50mm，撮像時間=2 分 44

秒，画像マトリクスを 512×128×32 が最適である

ことが分かった．また，撮像中に手が動くと偽像

が生じてしまうため，手専用の治具を使って固定

し，さらに撮像中にDVDを上映することにより，

手の動きを最小限にとどめた．図２が MR 画像の

一例であり，すべての骨がきれいに描出されている

ことが分かる．次に 4.1 歳～15.9 歳までの男女小児

93 人（平均 9.7 歳）に対して，学内の倫理委員会の許

可の下に，本人と保誰者より書面による同意を得てボ

 

図１リウマチ診断用MRIを用いた小児骨年齢計測の様子

図２ a-c 5.1 歳の男児の左手の MR 画像．d MR 画

像から骨を抽出したもの 



図４ (a)小児骨年齢計測用 MRI．(b)(c)SC シムの有無で

の撮像結果 

ランティア計測を行った．得られたＭＲ画像から，判

定者Ａ（整形外科医）は二週間間隔で２回，判定者Ｂ

（同）は１回ＲＵＳ法により骨年齢判定を行った．その

暦年齢と骨年齢の関係を図３に示すように，これらは

高い相関を示した．また，判定者内・判定者間の評価

も高い一致を示したことから，MRI による骨年齢評価

は有用であると結論づけた[1,2]． 

しかし上記の研究で用いた磁気回路は，成人向け

に設計されていたため，低年齢児の場合，手が撮

像範囲に届きづらく体動アーチファクトを生じた

例などがあった．そこで次に，一回り小さいサイ

ズの磁気回路を用いて，小児骨年齢計測用 MRI

を新たに開発した（図４）．磁気回路は C 型 0.3 T

永久磁石（信越化学工業製，Nd-B-Fe，ギャップ

幅 12 cm，40 cm× 57 cm×41 cm，重量 450 kg）

を用いた．初期導入時の磁場均一性がひじょうに

低く，信号損失が大きすぎて MR 画像を取得でき

なかったので，磁石シムとシングルチャネル（SC）

シムを組み合わせて静磁場の均一性を高めた

[3,4]．さらに，MRI 装置の主要な部品である，

RF プローブ，勾配磁場コイルも新たに設計，製

作し，高画質のMR画像の取得に成功した（図４）．

この装置を用いて，3.4 歳～15.7 歳までの男女小児

88人（平均8.8歳）に対してボランティア計測を行った．

その結果，MR 画像の画質や骨年齢評価の再現性が，

リウマチ診断用 MRI の場合と同程度に高いことが判

明し，さらに，若年齢（3.4 歳）の小児の撮像が可能で

あるなどの利点も確認された． 

 

図３ a 暦年齢と骨年齢の関係．b 骨年齢判定の不一致度
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【０５】 電気的ノイズ刺激を用いたヒト運動制御機能回復・向上システムの開発 

 

研究者        立命館大学スポーツ健康科学部 助教  木村 哲也 

共同研究者 神﨑 素樹（京都大学）、塩澤 成弘、浜岡 隆文（立命館大学） 

 

〔研究の概要〕 

 求心性神経に感覚閾値以下の微弱ノイズ刺激を与え、確率共振の効果から神経制御機能を向上させる手法

を検討した。刺激様式の基礎的検討（研究 1,2）の後、3 週間のギプス固定前後でのノイズ刺激の効果を実験的

に検証した（研究 3）。ギプス固定後の低強度力調節課題において、ノイズ刺激が運動単位発火活動の静的及

び動的特性に効果を与える可能性が示唆された。しかし、力調節機能への安定した効果には、神経細胞の閾値

を考慮したノイズ刺激強度の決定方法等、さらなる検討が必要であることが指摘された。 

 

〔研究経過および成果〕 

【研究 1】 本研究は、立命館大学びわこ・くさつキャ

ンパス生命倫理審査委員会に承認された。全被験者

は、研究内容の説明を受けた後、署名した（以下同

様）。健常若年者 12 名にて、非利き足での足底屈曲

力調節課題（40 秒）を 5%最大随意収縮力(MVC)で行

った。膝窩より脛骨神経へ電気ノイズ刺激を印加した。

神経線維への刺激効果に影響する変数(パルス長

(µs), 周 波 数 帯 域 (Hz)) に つ い て 、 A(250,1-20), 

B(250,5-1000), C(500,1-20), D(500,5-1000)及び刺

激なし条件（Con）の 5 条件を各 3 回行った。刺激強

度は活動電位発生域値(MT)の 80%強度とした。力変

動の変動係数（CV）, 単位時間軌跡長（MV）につい

て、各被験者のCon条件を 1 とした相対値で評価した

（表 1）。刺激条件間でCV, MVに有意差は認められ

ず（P>0.05）、CVはCon条件の値が大きい被験者、即

ち固有力調節機能が低い被験者でノイズ刺激の効

果が見られた。また、固有力調節機能の高い被験者

（Sub.2,5,7）ではD条件で効果が見られた。MVでは、

固有力調節機能の最も高い 1 名を除く全員でいずれ

かの刺激条件で効果が見られた。力変動の周波数ス

ペクトル(DFT)を検討した結果、各被験者のCV最小

値とCV最小時の低周波パワー(0-1Hz)に正の相関

（r=0.94, P<0.05）、及びMV最小値とMV最小時の高

周波パワー(1-10Hz)に正の相関（r=0.75, P<0.05）が

得られた。即ちCV、MVの変化は各々、力変動の低

周波、高周波成分の変化と関連していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

A B C D Con A B C D Con
1 1.33 1.22 1.10 1.31 1 1.10 1.02 1.04 1.07 1
2 0.99 1.27 1.26 0.93 1 0.94 0.99 1.08 0.97 1
3 1.25 1.29 1.21 1.26 1 1.04 0.94 1.02 0.93 1
4 1.15 1.22 1.06 1.05 1 0.97 0.95 0.94 1.03 1
5 0.73 0.80 0.71 0.57 1 0.91 1.04 0.96 1.06 1
6 2.61 1.19 1.22 1.55 1 1.17 0.99 1.04 1.01 1
7 0.67 1.12 0.67 0.57 1 0.97 1.00 1.02 0.96 1
8 0.86 0.84 0.80 0.96 1 1.03 0.81 0.99 1.25 1
9 0.84 1.11 1.00 0.85 1 0.98 1.02 1.03 0.99 1
10 0.96 0.88 1.27 1.15 1 1.12 0.95 1.16 1.05 1
11 0.93 0.80 0.52 0.62 1 0.97 1.06 0.79 0.91 1
12 0.83 0.85 0.78 0.95 1 0.95 0.95 0.94 0.89 1

Mean 1.10 1.05 0.97 0.98 1 1.01 0.98 1.00 1.01 1
SD 0.52 0.20 0.26 0.31 0 0.08 0.06 0.09 0.10 0

MV (N/s)Sub CV (%)

 
表 1. CV、MV の各被験者の結果。Con 条件 CV 絶対値の昇順に被験者を

上から配置。太字：各被験者最小値、網掛け：Con 条件より減少。

【研究 2】 健常若年者 8 名にて、脛骨神経に加え、前

脛骨筋支配の総腓骨神経も刺激対象とした。拮抗筋

のIa線維は主動筋の運動ニューロンへ相反性Ia抑制

入力をする。そこで、脛骨神経と総腓骨神経への同

時ノイズ入力による相乗効果を検討した。(i)脛骨神経



刺激、(ii)総腓骨神経刺激、(iii)脛骨神経＋総腓骨神

経同時刺激の 3 刺激条件及び刺激なし条件（Con）

の計4条件とした。刺激様式は研究1のDとし、研究1

と同様の力調節課題を行った。しかし、同時刺激の

相乗効果は認められなかった（P>0.05）。 

ス前後で 43.9(8.3)、43.1(10.7)N と変化しなかった

（P>0.05）。力調節 CV はギプス後に増加したが有意

差はなく（P>0.05、表2）、刺激条件間の平均値の差も

認められなかった（P>0.05）。背景として、ノイズ刺激

への応答様式が被験者間で異なっていた。ギプス後

では全被験者でCVもしくはMVを最小にする刺激強

度が存在したが、被験者間で一致しなかった。さらに、

ギプス固定前後での同一被験者間でもノイズ刺激へ

の応答が異なった。この結果は、ノイズ強度と神経細

胞閾値との関係が、ノイズ効果の大きさとその周波数

特性に影響すること（Kimura et al. 2012）と関連する。

被験者間及びギプス前後で変動する閾値に応じて

至適ノイズ強度が変化することから、至適強度の決定

方法等、さらなる検討が今後必要である。一方、ギプ

ス後測定の各被験者の MU-ISI について、5 名中 4

名にて 0.4MT 条件で CV が最小値を示した。この結

果は、健常者の通常時での先行研究（Kouzaki et al. 

2012）と一致し、ギプス固定後の神経制御機構へのノ

イズ刺激の効果を示唆する。スケール指数αも 4 名

にて、0.4MT 条件で 1（1/f ゆらぎ）により近い値を示し、

動的特性へのノイズ刺激の効果も期待された。 

【研究 3】 健常若年者９名にて非利き手前腕のギプ

ス固定を 3 週間行った。ギプス前後にて示指の等尺

性外転筋力を測定し、MVC及び 5%MVC力調節課題

（40 秒）を評価した。5%MVCはギプス前後の各MVC

を基準とした。電気ノイズ刺激を前腕部皮膚表面より

尺骨神経に印加した。研究 1 の刺激様式Dを用い、

強度は 40%(0.4)MT、80%(0.8)MTとし、刺激なし条件

（Con）を加えた計 3 条件を各 3 回行った。ギプス後測

定にて 6 名の被験者よりワイヤー電極筋電図を第 1

背側骨間筋より記録し、波形の類似性から運動単位

(MU)活動電位を分離・抽出した (Spike2 Version 

7.02)。5 名より計 35 個のMUを同定し、発火間隔(ISI)

の時系列データを得た（図 1）。ISIの静的特性をCV、

動的特性を時間軸上の長期相関に関するdetrended 

fluctuation analysis(DFA)（Peng et al. 1995）のスケー

ル指数αで評価した。MVC（平均値（SD））は、ギプ 

 

 

 

 

 

 

 
図 1. (a) ワイヤー電極筋電図の例（約 5 秒間）、(b)テンプレートを基

に分離した MU 活動電位、(c)単一 MU の ISI 時系列変化（40 秒）

【謝辞】 研究にご協力頂いた黒澤裕子氏、二連木晋

輔氏、小西可奈氏、桑木赳至氏、瀧千波氏、宇野麻

衣子氏、林紗希氏、助成を賜りましたカシオ科学振

興財団に深く感謝致します。 
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ギプス固定前
CV (%) 2.99 ( 0.49 ) 3.00 ( 0.43 ) 3.03 ( 0.59 )
MV (N/s) 0.69 ( 0.24 ) 0.70 ( 0.23 ) 0.68 ( 0.27 )

ギプス固定後
CV (%) 3.31 ( 0.75 ) 3.24 ( 0.85 ) 3.33 ( 0.94 )
MV (N/s) 0.63 ( 0.26 ) 0.62 ( 0.26 ) 0.63 ( 0.24 )

Con 0.4MT 0.8MT

Con 0.4MT 0.8MT

表 2. ギプス固定前後での各刺激条件での力調節機能。平均値（SD）



【０６】 高圧 STM による有機導体の圧力効果の研究 

 

研究者 北海道大学大学院工学研究院 准教授  市村 晃一 

 

〔研究の概要〕 

 高圧走査トンネル顕微鏡(STM)の装置開発を行った。高圧セルの 100 MPa (1000 気圧)までの加圧試験を行っ

た後、高圧セル内にSTM本体を収納するためのフレームを試行の末製作した。これにより高圧STM装置の完成

のめどが立った。これと並行して、低温で電荷秩序を形成する有機導体-(BEDT-TTF)2I3の室温・常圧におけ

るSTM観察を行い鮮明なSTM像を得ることに成功した。このSTM像から、ドナーサイトの同定を行うことができた。

さらに、スポットの強度に変調を生じていることから電荷のストライプ構造が見出された。本結果は、転移温度より

もかなり高温域で電荷の不均化が起こっていることを示しており、電荷秩序形成に関して新しい知見を与えるも

のである。 

 

〔研究経過および成果〕 

 本研究で使用する高圧走査トンネル顕微鏡(STM)

の装置開発を行った。本装置は、高圧セル、STM 本

体、粗動機構、ヘリウムガス圧発生装置などからなる。

まず、高圧セルをヘリウムガス発発生装置と接続し、

常温で 100 MPa (1000 気圧) までの加圧試験を行っ

た。続いて STM 本体を高圧セル内に収納するための

フレームの製作に取りかかった。このフレームの満た

すべき条件として、高圧セル内は狭い空間であること、

また収納される STM 本体とのクリアランスも少ないと

いう大きさについての制限がついている。STM 本体

が固定されるので剛性が最も重要となるが、これに加

えて試料や STM 探針の交換が容易に行えるようなハ

ンドリングの良さも要求される。これらの仕様を満たす

べく試作を繰り返し、フレームの完成に至った。現在、

このフレームに合う仕様の STM スキャナーを取り付け

るなど STM 本体を構築して、高圧 STM 装置系の完

成を目指している。 

 高圧STMの装置開発と並行して室温・常圧下にお

ける有機導体のSTM観察を行い、その電子状態につ

いて調べた。試料として有機導体-(BEDT-TTF)2I3

（ ド ナ ー 分 子 BEDT-TTF: 

bisethylenedithio-tetrathiafulvalene）を用いた。この

物質は常圧下では 135 K以下で長距離クーロン相互

作用による電荷秩序を形成し、金属から絶縁体へと

転移する。この電荷秩序形成の形成メカニズムを微

視的な視点から解明すべく、STMによる電子状態の

観察を行った。296 Kにおいて、単結晶a-b面におい

て得られたSTM像(トンネル電流像)を図 1 に示す。

様々なトンネル条件の試行の結果、バイアス電圧 50 

mV、トンネル電流 0.05 nAのもとで鮮明なSTM像を得

ることに成功した。一般的に有機導体では表面の問

題から高分解能のSTM像を得ることが難しいとされて

いるが、図 1 ではBEDT-TTFドナー分子が明確なス

ポットとして観測されている。本物質は、図 2 に示すよ

うに、単位格子内にA, A’, B, C の 4 つのドナーサイ

トを有する。得られたSTM像では、単なる周期的配列

のみならず、各サイトのスポットの形が異なることが見



図2. a-b面でにおけるドナー配列の模式図。赤線で

囲まれたドナーA と B には電荷が多く、Ａ’と C には

少なく分布している。(電荷不均化) 

〔発表論文〕 

図 1. -(BEDT-TTF)2I3単結晶a-b面で得られたSTM

像。温度は 296 K、走査範囲は 9.5  9.5 nm2。  

１． Y. Kawashima, K. Ichimura, J. Ishioka, T. 

Kurosawa, M. Oda, K. Yamaya and S. Tanda: 

“Charge Stripe Structure in FeTe”, Physica B, 

407, 1796-1798 (2012). 
出された。このスポットの形と移動積分との対応から、

ドナーサイトを同定することができた。 
２． K. Katono, K. Ichimura, Y. Kawashima, K. 

Yamaya, and S. Tanda: “Mixed Density Wave 

State in Quasi-2D Organic Conductor”, Physica 

B, 407, 1827-1830 (2012). 

 さらに、a 軸方向にスポットの明るさがドナーサイトの

2 倍周期で変調していることが見出された。サイト A と

B が明るく、A’と C がやや暗く見えている。このことは、

図2に示すような電荷のストライプ構造が生じているこ

とを意味する。本結果は、STM で観測される微小な

領域では、電荷秩序転移温度(135 K)よりもかなり高

温の室温(300 K)において、すでに電荷の不均化が

生じていることを示すことであり、電荷秩序形成にお

ける新しい知見である。 

３． S. Tsuchiya, J. Yamada, S. Tanda, K. Ichimura, T. 

Terashima, N. Kurita, K. Kodama and S. Uji: 

“Fluctuating Superconductivity in the Strongly 

Correlated Two-Dimensional Organic 

Superconductor -(BEDT-TTF)2Cu(NCS)2 in an 

In-Plane Magnetic Field”, Physical Review B, 85, 

220506-1-4 (2012). 
 今後は、同じドナー配列を持ちながら電荷秩序を形

成しない物質-(BEDT-TTF)2KHg(SCN)4 において

同様な測定を行い、これとの比較から転移温度より高

温における電荷の不均化の詳細を検証する。さらに、

圧力STMの完成後は、圧力をパラメーターとして微視

的な電子状態の観測から電荷秩序の発現機構の解

明を目指す。 

４． J. Ishioka, T. Fujii, K. Katono, K. Ichimura, T. 

Kurosawa, M. Oda and S. Tanda: “Reply to 

“Comment on ‘Charge-Parity Symmetry 

Observed through Friedel Oscillations in Chiral 

Charge-Density Waves’””, Physical Review B, 

86, 247102-1-3 (2012). 



【０７】 迅速なメッセージ伝播を活用できるソーシャルメディアからの 

動的なコミュニティ発見手法の開発 

 

研究者 北海道大学大学院情報科学研究科 准教授  吉田 哲也 

 

〔研究の概要〕 

 本研究では、コミュニティ発見問題を社会ネットワークの表現行列に対する固有値問題として定式化

することにより、ソーシャルメディアからの動的なコミュニティ発見の基礎理論の確立と、この理論に

基づくアルゴリズムの開発を行った。 この実現のために、コミュニティ発見において標準的に用いられ

るモジュラリティ指標をネットワークの隣接行列に基づいて定式化し、 ネットワークの接続情報とあわ

せてノード情報に基づくグラフ構造も構築して活用することにより、構築したグラフを正則化項として

活用する手法を開発した。さらに、ソーシャルメディアにおけるメッセージはネットワークのリンクに

沿って伝播されるため、ネットワークの接続行列に基づく重み付き線グラフを提案した。 

 

〔研究経過および成果〕 

 近年のネットワーク環境の進展に伴い、Facebook 

や Twitter などのソーシャルネットワークサービスが

新しいコミュニケーションメディアとして広く用いられ、

ネットワークを介して様々な情報が広く流通されるよう

になっている。 

ネットワークからのコミュニティ発見とは、ノード(頂

点) 同士のリンク（辺）が多く密な部分ネットワークをコ

ミュニティとして同定する問題である。従来の研究で

はノード間の接続関係に基づくアプローチが多かっ

たが、ノード間のリンクは時間とともに変遷する可能性

があり、部分的にしか観測できない場合もある。この

ため、ネットワークに存在する少数のリンクしか観測で

きない場合にコミュニティを発見することは困難な問

題である。 

,

1
[ ] ( ,

2
  ij ij i j

i j

Q g
m

A P )g

本研究では、ネットワークに存在する少数のリンク

しか観測できない状況においても、接続情報とあわ

せてノード（頂点）に関する情報が得られる場合に、

後者を副次的な情報として活用してコミュニティ発見

を行う手法を開発した。具体的には、観測できるネッ

トワークの接続情報が少ない状況におけるコミュニテ

ィ発見を半教師あり学習の観点からとらえ、リンク情報

とノード情報を統一的に扱うためにノード情報に基づ

くグラフ構造を構築し、構築したグラフを正則化項とし

て活用してコミュニティ発見を行う手法を開発した。  

コミュニティ発見において標準的な評価指標である

モジュラリティ指標 Q は、ネットワークの隣接関係に対

する表現行列 A とネットワークの接続関係に対する

null モデルを表現する行列 P に基づいて下記で定

義される。 

 

 

ここで、δ(gi , gj)はノードi、 jが共に同じコミュニティ

に属する場合に１、それ以外は０となる関数を表す。 

モジュラリティ Q の最大化は、モジュラリティ行列 B 

= A-P の最大固有値に対する固有ベクトルを求めるこ



とに対応することが示されている。そこで、ノード情報

をコミュニティ発見に対する副次的な情報ととらえて

正則化に活用することを考え、観測されたリンク情報

とあわせてノード情報を考慮したコミュニティ発見を下

記の目的関数の最大化として定式化した。 

  tr( )   tr( )T T
rJ  F B F F WF

ここで、Br は観測されたリンクの割合r ∈[0,1]

のもとでのモジュラリティ行列、Wはノード情報

から構築したグラフ構造に対する表現行列（重み

付き隣接行列）であり、  はパラメータである。

F の列ベクトルは、上記の目的関数J を最大化す

るために固有値の降順に選択した固有ベクトルで

ある。 

実データから構築した共著関係ネットワークに提案

法を適用して評価し、他手法との比較を行い、観測

できるリンク数が少ない状況下での提案法の有効性

を確認した。結果の一例を図１に示す。図１で横軸は

観測されたリンクの割合、縦軸はモジュラリティ指標 Q

であり、Q が大きいほど良いコミュニティが発見された

ことに対応する。図 1 より、提案法はリンク数が少ない

場合でもモジュラリティ指標が高く、良いコミュニティ

が発見できたことがわかる。 

 

また、 さらに、ソーシャルメディアにおけるメ

ッセージはネットワークのリンクに沿って伝播さ

れるため、ネットワークにおけるリンクをあたか

もノードのように扱うことにより，既存のノード

に基づくコミュニティ発見手法をリンクに対して

も適用することが可能となる．そこで，ネットワ

ークの接続行列に基づく重み付き線グラフを提案

した。 

具体的には、グラフ理論における従来の線グラフ

はネットワークの接続関係のみから定義されるため、

ネットワークのリンクに与えられた重みや、本研究で

提案したノード情報に基づく重み付き隣接行列を活

用できないという課題がある。そこで、従来の線グラフ

をネットワークの重みに基づいて拡張し、提案した重

み付き線グラフの様々な性質を示した。  

 

〔発表論文〕 
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図 1 実験結果 
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【０８】 高性能可変ディジタルフィルタの適応制御手法に関する研究 

 

研究者 東北大学大学院工学研究科 電子工学専攻 助教  越田 俊介 

 

〔研究の概要〕 

 データ通信・音声・画像・映像処理などさまざまな信号処理アプリケーションにおいて，ディジタルフィルタは非

常に重要な役割を果たしている．特に，近年の信号処理技術の発展に伴い，フィルタ特性をリアルタイムで調節

できる可変ディジタルフィルタの需要が高まっている．可変ディジタルフィルタを用いた信号処理として，未知の

周波数成分をもつ狭帯域信号の検出システムがよく知られている．本研究ではこれまでの成果として，この狭帯

域信号検出システムの構築において，従来は困難とされていた高次の複雑な伝達関数の適応制御を簡単に実

現できる手法を提案している．本研究ではこの成果を発展させ，これまで考慮されていなかったハードウェア上

の実装に関わる問題を提案手法に採り入れる．すなわち，実装において重要な，高演算精度や低消費電力を

達成する高性能可変ディジタルフィルタの適応制御理論を確立する． 

 

〔研究経過および成果〕 

 本研究において，2 件の成果が得られた．以下に，

それぞれの成果の詳細について報告する． 

1 件目の成果として，本研究では，狭帯域信号検

出システムへ適用可能な可変ディジタルフィルタのク

ラスを従来よりもさらに広くできる理論を確立した．こ

れまでの提案手法では，高次の伝達関数を適応制

御することは理論的に可能であるが，狭帯域信号の

検出システムに提案手法を実際に適用する場合には，

用いる可変ディジタルフィルタのクラスをバタワース型

の特性に限定する必要があった．この理由は，バタワ

ース型の場合はフィルタの振幅特性がリプルを持た

ず，これによって狭帯域信号検出問題における評価

関数が単峰性となり常に最適解が得られるからである．

一方，可変ディジタルフィルタがバタワース型でない

場合には，振幅特性にリプルが生じる可能性があり，

評価関数が多峰性となって狭帯域信号検出システム

が局所解に収束してしまう恐れがある．そこで本研究

では，この問題を解決できる理論を確立することに成

功した．すなわち，可変ディジタルフィルタがバタワー

ス型でない場合においても，その伝達関数がある条

件を満たすならば，狭帯域信号検出システムは局所

解に収束せず常に最適解が得られることを理論的に

証明した．この伝達関数についての条件はかなり緩く，

実用的に用いられる多くのディジタルフィルタがこの

条件を満足する．ゆえに，これまでは利用できなかっ

た多くのクラスの可変ディジタルフィルタを，狭帯域信

号検出システムに適用できる．例として，可変ディジ

タルフィルタの伝達関数を第 2 種チェビシェフ型とし

た場合の狭帯域信号検出の収束特性を，従来のバ

タワース型フィルタの場合とともに示す．図 1 より，ど

のフィルタも最適解（グラフ縦軸の 0.4 の値）に収束し

ており，ゆえに，バタワース型でないフィルタでも狭帯

域信号検出システムに適用可能であることが実証さ

れている．また，出力信号の S/N 比を測定したところ，

第 2 種チェビシェフ型の場合の方が従来のバタワー



図 2: 平均更新量の比較 
図 1: 狭帯域信号検出システムの収束特性 

ス型よりも高いという結果が得られた．ゆえに，この研

究成果を利用すると，従来よりも小さいフィルタ次数

で高い性能の狭帯域信号検出システムを実現するこ

とが可能となり，システムの高精度化・低消費電力化

を実現できる． 

本研究におけるもう 1 件の成果は，量子化誤差の

小さい高精度フィルタ構造に基づく狭帯域検出アル

ゴリズムの高速化である．この研究では，高精度フィ

ルタ構造として有名な正規化ラティス構造に着目し，

この構造を用いた 2 次の可変帯域阻止フィルタによる

狭帯域検出システムの検出速度を，従来の手法より

も高速化することに成功した．提案手法の特徴は，従

来知られている正規化ラティス構造特有のアルゴリズ

ムと，一般的によく知られている勾配法のアルゴリズ

ムの 2 つを重み付け和によって組み合わせている点

にある．このアプローチによって，提案法では，最適

化におけるパラメータの平均更新量を従来よりも増加

させ，その結果として狭帯域検出の高速化を達成し

ている．従来法と提案法それぞれの平均更新量を図

2 に示す．ここで，図中の LGA と SLA は，従来法とし

て知られている勾配法によるアルゴリズムと正規化ラ

ティス構造によるアルゴリズムの平均更新量をそれぞ

れ表している．図 2 より，従来法である LGA および

SLA と比べて，提案法の平均更新量は大きくなって

いることが確認される．ゆえに，提案法は従来法よりも

狭帯域検出を高速に実現できることが実証される．ま

た，前述の通り，提案法は量子化誤差の小さい正規

化ラティス構造に基づいているため，提案法を信号

処理プロセッサ上に実装した場合には，短いビット長

でも高い演算精度で信号処理を実現できる．すなわ

ち本研究成果は，高速な狭帯域信号検出と回路規

模の削減を同時に達成可能である．なお，この成果

は現時点では 2 次（すなわち低次）の可変ディジタル

フィルタにのみ適用可能となっているため，今後はこ

の手法を拡張し，1 件目の成果で述べたような幅広い

クラスの可変ディジタルフィルタにも適用できるように

する予定である． 
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【０９】 アトムプローブを用いた異種原子クラスターの観察および極浅活性層形成の制御 

 

研究代表者 東北大学金属材料研究所 助教  清水 康雄 

 

〔研究の概要〕 

 さらなる高性能化・微細化が求められるシリコンデバイス開発において、異種不純物原子間に働く相互作用を

利用した極浅接合形成法が注目されている。例えば、p 型の電気的活性層形成にはホウ素を添加すると同時に、

その拡散を抑えるために炭素の添加が有用とされているが、電気的活性に与える炭素の影響は明らかではない。

本研究では、原子レベルの位置分解能を有する３次元アトムプローブ法を適用して、シリコンに共注入した異種

原子（炭素―ホウ素）のクラスター分布を調べ、広がり抵抗測定法で得られた深さ方向の電気的特性評価結果と

結び付けて、電気的活性に対する炭素の影響を明らかにした。 

 

〔研究経過および成果〕 

 現在、シリコンデバイス開発では、極表面領域にお

ける電気的活性層の形成が鍵を握り、この形成には

高精度なイオン注入技術とそれに続く熱処理による

制御が必須である。この実現には不純物（ドーパント）

拡散分布の抑制と電気的活性化の機構を正確に理

解し、これらを制御することが急務である。 

 最近の動向では、活性層形成の有力な方法の一つ

に異種不純物共注入による拡散抑制技術が注目さ

れ、シリコンデバイスへの応用が期待されている。例

えば、p 型活性層形成にはホウ素を添加するが、シリ

コン中のホウ素拡散は他の主要ドーパントに比べて

速く、所望の分布制御は困難である。そこで炭素を添

加することによってホウ素拡散源であるシリコン格子

間原子を捕獲する特性を利用して、ホウ素拡散を抑

えてきた。これまで、３次元アトムプローブ法による実

空間解析で、熱処理によって炭素が凝集（クラスター

化）し、その近傍にホウ素が取り込まれることが分かり、

炭素－ホウ素間の相互作用がホウ素の熱処理による

拡散機構を理解する上で重要であることが分かりつ

図１：（a）シリコン基板への不純物（ホウ素・炭素）

の共注入実験。（b）３次元アトムプローブによるク

ラスター観察及び（c）電気的特性（キャリア濃度）

評価を組み合わせた新しい実験体系の概念図。 



つある。一方、活性機構について、ホウ素活性化に

対する炭素添加の影響は明らかではなかった。本研

究では、シリコン中の炭素―ホウ素の組み合わせに

着目し、３次元アトムプローブ法による不純物複合ク

ラスターの実空間分布評価と、広がり抵抗測定法に

よる深さ方向の電気的特性評価と結び付けた新しい

実験体系（図 1 参照）を確立し、炭素凝集位置・密度

とホウ素の電気的活性の相関を調べた。 

 まず、(100)面のシリコン基板を用意し、ホウ素イオン

注入を施した後、炭素イオン注入した試料としていな

い試料を用意し、熱処理を実施した。これらの試料に

対して、３次元アトムプローブ法と広がり抵抗測定法

を適用した。 

 図 2（a）には熱処理後の炭素とホウ素の３次元アトム

マップを示す。ここでは、深さ約 40 nm 付近で炭素が

著しく濃化し、ホウ素も僅かに濃化していることが分か

った。この分布と広がり抵抗測定結果（図 2（b））を照

らし合わせると、炭素注入していない試料と比べ、炭

素共注入によってキャリア濃度が減少している傾向が

見られた。これまで、炭素共注入によってホウ素拡散

を抑制してきたが、本研究ではキャリア濃度の低下を

招くという知見を得た。今後は、炭素のイオン注入条

件を最適化することにより、ホウ素の拡散分布抑制と

電気的活性化低下を防ぐ方法を見出すことが重要で

ある。 

 本研究では、３次元アトムプローブ法による実空間

分布評価と広がり抵抗測定法による電気的特性評価

を照らし合わせることで、炭素凝集化の発見と、その

凝集がホウ素の電気的活性に与える影響を明らかに

した。ここで確立した実験体系は、今後ゲルマニウム

や化合物半導体へも適用範囲を広げることができ、

普遍的な新デバイス創製に向けた重要性を見出せる

と期待できる。 
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図２：（a）共注入した試料（熱処理後）の炭素とホ

ウ素の３次元アトムマップ。（b）炭素共注入あり／

なし試料の深さ方向キャリア濃度分布。（（a）と（b）

は深さスケールを揃えている。） 



【１０】 レアメタルを使用しない太陽電池用新規化合物半導体の創製 

 

研究者 群馬大学大学院工学研究科 准教授  尾崎 俊二 

 

〔研究の概要〕 

 CuInSe2 半導体は近年太陽電池材料として使用されているが、その代替材料として、希少金属のインジウム(In)

を含まない新規化合物半導体を創製することを研究の目的とした。本研究では、III 族元素の In を IV 族のスズ

(Sn)で置換した I2-IV-VI4 族化合物の Cu2SnSe4 半導体を提案し、その基礎電子物性を調べた。まずは、垂直ブリ

ッジマン法によるバルク結晶の育成を行った。得られた結晶は、格子定数が 5.69 Å の立方晶系（空間群

mF 34 ）であることがわかった。また、光吸収スペクトル、反射率スペクトル、温度変調反射率スペクトルを測定し、

Cu2SnSe4 半導体の光学遷移による臨界点構造を観測した。 

 

〔研究経過および成果〕 

１．結晶成長 

 Cu2SnSe4 半導体バルク結晶は、三段階の工程を経

て成長させた。まず第一段階として、純度 99.9999%

の Cu, Sn, Se をモル比 Cu:Sn:Se＝2:1:4 に秤量し、

石英管内に真空(10–6 Torr)封入することでアンプルを

作製する。このアンプルを電気炉内で 1100℃まで

徐々に加熱、24 時間保持後、50℃/h で冷却すること

で、セレン化を行った。第二段階として、セレン化した

試料を粉末状に粉砕し、石英管内に再度真空封入

することでアンプルを作製、そのアンプルをゆっくりと

回転させながら加熱した。これは、溶融材料をよく攪

拌させることにより、組成が均一となるようにするため

である。このとき、アンプルの回転速度は30 rpmとし、

1 時間毎に逆回転させている。また、加熱は徐々に

900ºC まで上昇させ、その温度で 24 時間保持した。

第三段階では、このようにして得られた Cu2SnSe4 多

結晶を、垂直ブリッジマン法にて単結晶成長させた。

このとき、冷却速度は1.0C/h とした。 

得られた結晶は粉末 X 線回折(XRD)測定により評

価した。Fig. 1 に測定結果を示す。As-grown 結晶(a)

では、PDF データ(c)との比較により、格子定数が 5.69 

Å の立方晶（空間群 mF 34 ）の Cu2SnSe4 結晶が成

長していることがわかる。しかし、Se に起因するピーク
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Fig. 1. Cu2SnSe4 の XRD 測定結果 (a)as-grown 
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データ (d)Se の PDF データ 
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が、小さいが 2θ~29.6º に観測されている。この未反応

Se 元素を無くすために試料をアルゴンガス雰囲気中

300℃ に て ア ニ ー ル 処 理 を 行 っ た 。 そ の 結 果 、

Fig.1(b)に示すように、アニール処理した試料におい

ては、2θ~29.6º に観測されていたピークが無くなって

いる。このことは、蒸気圧の高い未反応 Se 元素が除

去されていることを示している。 

 

2．光学的評価 

光学的評価を行うために、インゴットから切り出した

試料の表面を鏡面研磨し、超音波脱脂洗浄を行った

後、Br2-メタノール混液を用いてエッチングを行った。

Fig. 2 に光吸収スペクトルの測定結果を示す。図から

わかるように、Cu2SnSe4 の光吸収係数は、1.2~5.2 eV

において 105~106 cm-1 と大きいことがわかる。また、

2.3 eV にはエネルギーバンド間光学遷移過程による

臨界点構造がピークとして現れている。本研究にお

ける 0.9 eV 以上の光吸収測定においては、基礎吸

収端(Eg)を観測することができなかった。したがって、

Cu2SnSe4 は Eg<0.9 eV の半導体である。一方、Zn を

加えた Cu2ZnSnSe4 半導体とすることで、Eg は 1.0 eV

となることがわかった。 

Cu2SnSe4 半導体における電子エネルギーバンド構

造を調べるために、温度変調分光測定を行った。そ

の結果を Fig. 3 に示す。反射率スペクトル Rでは 1.5 

eV, 2.3 eV, 4.2 eV に臨界点によるピークが観測され

ている。一方、温度変調反射率スペクトルでは、それ

らのピークがより明確なピークとして観測されている。

特に 1.5 eV のピークはシャープに観測されていること

がわかる。これは、温度変調反射率スペクトルが、反

射率スペクトルの一階微分に対応したスペクトルとな

ることに起因している。 
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【１１】 ワイヤで連結された作業機の遠隔駆動による移動型広域作業システムの開発 

 

研究者 埼玉大学大学院理工学研究科 助教  程島 竜一 

 

〔研究の概要〕 

天井クレーンに代表されるテザー懸垂装置は，軽量で構造が簡単である特長から倉庫などで重量物の搬送

作業に用いられており，収納性に優れている特長から広範囲に活動するロボットの移動補助装置としても利用さ

れている．このような背景のもと，大規模空間を短時間で作業するシステムとして，数本のテザーを用いたパラレ

ルテザー懸垂機構に関する研究が盛んに行われている．しかし、これらの懸垂機構はテザー端部が環境に固定

されているため作業範囲が限られており，また外乱や位置誤差への対応が困難である．そこで本研究では，並

走する 2 機の走行車両間にループ状に架け渡した 2 本のテザーを利用して往復運動する懸垂装置を用いること

で，作業空間に制限のない全く新しい広域作業システムを実現する． 

 

〔研究経過および成果〕 

図 1 提案する広域作業システムの概念 

 本システムでは，図 1 のように 2 台の車両間にルー

プ状に張ったテザーで懸垂する装置を，片側の走行

車両上にあるウィンチ A と B を駆動することで並走す

る 2 台の車両間を移動させる作業システムである．そ

して，その主な特長は次の二つである． 

 本提案システムは従来のテザー懸垂システムの

問題を解決し，作業空間に制限がなく状況に応

じてシステムを再構成できるものである．すなわ

ち，ウィンチ機構を走行車両に搭載することによ

り，テザー基部を移動可能とし，ループ状テザー

と片側の車両上にある 2 台のウィンチ機構の連

結・分離により，懸垂装置を鉛直・水平に搬送可

能なシステム，または負のエネルギ発生を抑制

できるシステムを選択できる． 

図 2 テザー懸垂システムの解析モデル 

 本システムは広範囲の作業を短時間で遂行でき，

懸垂装置の交換のみで様々な作業に応用でき

るため，産業や農業における広域作業の省力

化・効率化に貢献できると考えられる． 



まず，提案するシステムにおいて重要な要素技術

となるテザー懸垂システムについて検討を行った．解

析モデルを図 2 のように設定し，逆運動学および静

力学解析（図 3）を行い，テザー懸垂システムの準静

的な運動を定式化した．そして，この運動解析と動力

学シミュレーションを基にテザー懸垂システムの実験

装置を開発した（図 4）．この実験装置を使用して，逆

運動学の検証実験（図 5）や静力学解析の検証実験

を行い，先行して行った解析の妥当性を検証した．そ

して，テザー懸垂システムを構成するウィンチ機構や

テザーを支える支柱やプーリの諸元について知見を

得ることができた． 

次に，テザー懸垂システムを搭載する協調走行車

両システムを開発することとした．市販の大型ラジコン

模型自動車を改造し，自立走行のための計算機，マ

イコンおよびセンサ類を導入してシステムの試作を行

った．協調走行システムの制御アルゴリズム開発に関

しては基礎研究の段階であるが，並走して直進可能

であること，協調走行制御にテザー張力を利用するこ

との有効性を確認することができた． 

広域作業システムの実験装置として現段階では未

完成な部分もあるが，図 6 に示すように提案する広域

作業システムの実験システムを完成させることができ

た．今後はジャイロなどのセンサ類の導入や，運動制

御アルゴリズムの開発を行い，実用化に向けた実験

を行っていく予定である．将来的には牧草地での草

刈り作業や，トンネル内壁の劣化度推定，地雷探査

作業などへ応用していきたいと考えている． 

図 4 テザー懸垂システムの実験装置 

 

図 3 テザー静力学解析の結果 

 

図 5 テザー逆運動学の検証実験結果 

図 6 広域作業システムの試作装置 
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【１２】 ＡＦＭ陽極酸化法による酸化グラフェンナノ構造の作製と 

その光検出器応用に関する研究 

 

研究者 東京大学ナノ量子機構 特任助教  増渕 覚 

 

〔研究の概要〕 

 グラフェンは、高いキャリア移動度(μ = 200,000 cm2/Vs)・高い光透過率（97%）・高い柔軟性を有す

ることから、フレキシブル光電子デバイスの構成要素として期待されている。しかしそのバンド構造に

はエネルギーギャップが存在しないため、光電子デバイスに応用する際に必要とされる基本物理現象で

あるフォトルミネッセンスを示さない。本研究では、原子間力顕微鏡（ＡＦＭ）リソグラフィー法を利

用して、酸化グラフェンを局所生成することで、グラフェン中にバンドギャップを導入する実験を行っ

た。 

 

〔研究経過および成果〕 

 グラファイトの単分子膜であるグラフェンは、室温に

おいて高いキャリア移動度(μ = 10,000 cm2/Vs)を示

すことから、次世代のエレクトロニクス材料として注目

を集めている。しかし、そのバンド構造にはエネルギ

ーギャップが存在しないため、グラフェンを利用したス

イッチング素子・光電変換素子が作製できないという

問題を有している。グラフェンにエネルギーギャップ

を形成させる手段として、グラフェンを酸化し、酸化グ

ラフェンを作製する手法が知られる[K. P. Loh et al., 

Nature Chemistry (2010)]。グラフェンに酸素を付加

するとグラフェンの電気伝導を担うπ電子の数が減少

し、エネルギーギャップが形成される。エネルギーギ

ャップは酸化度とともに増大する。 

 申請者は近年、原子間力顕微鏡（ＡＦＭ）を利用し

てグラフェンを局所的に酸化することで、様々な酸化

度を有する酸化グラフェンを nm スケールの領域に作

製することに成功した。バンドギャップを有する酸化グ

ラフェンを利用することで、グラフェンでは実現し得な

かった、光機能を有する単分子膜素子の実現可能性

が高まっている。  

 本年度は、半導体的特性を有する酸化グラフェンを

光吸収層、グラフェンを電子輸送層として利用した酸

化グラフェン／グラフェン平面接合型光検出器の実

現を目指し、グラフェン/酸化グラフェン/グラフェン面

内接合素子の電子物性評価、および酸化グラフェン

層のラマン分光・フォトルミネッセンス測定を行った。 

 単層クグラフェンの作製にはメカニカル劈開法を用

いた。電子線リソグラフィー法により金属電極を作製

し、原子間力顕微鏡をコンタクトモードで用いてグラ

フェンに対する局所陽極酸化を行った。陽極酸化を

行うことによりグラフェン/酸化グラフェン/グラフェン面

内接合素子を作製した。素子の電流—電圧曲線を評

価し、酸化グラフェン中にバンドギャップが形成される

ことに起因する非線形な電流—電圧曲線を観測した。 

 酸化された領域の物性を評価するために、ラマン分

光測定を行った。グラフェンが酸化され、グラフェン中

に格子欠陥が導入され、ラマン分光スペクトル中に、



通常のグラフェンでは観測されないＤバンド、Ｄ‘バン

ドが観測され、さらに、Ｇ・２Ｄスペクトルの半値幅が増

大した。ＤバンドーＧバンドスペクトル強度比より、酸

化グラフェンの酸化度を見積もったところ、数十％程

度の酸化度が得られることが確認できた。 

 

〔発表論文〕 

１．  S. Masubuchi, M. Arai, and T. Machida, 

“Atomic Force Microscopy-Based Local Tunable 

Oxidation of Graphene”, American Physical 

Society March Meeting, Boston, USA (2013) 

(oral). 

 酸化グラフェン素子において、フォトルミネッセンス

測定を行った。酸化グラフェン素子は単分子層膜で

あるため発光強度がきわめて微弱であると考えられる。

顕微フォトルミネッセンス測定装置と高感度ＣＣＤ光

検出器を組み合わせ、発光スペクトルの観測を試み

た。酸化グラフェンにおいてフォトルミネッセンス測定

を行ったところ、λ〜６００nm 付近においてフォトルミ

ネッセンスを示唆すスペクトルを得た。酸化グラフェン

は 1〜4 eV 程度のバンドギャップを有するため、600 

nm 程度で発光すると期待される。更なる研究により、

発光メカニズムの解明が望まれる。 

 さらに本研究では、原子間力顕微鏡を用いた局所

陽極酸化法でリソグラフィー分解能に 大きな影響を

与える、カンチレバーの種類、 印加電圧、湿度、掃

引速度など、多くの要素のそれぞれの条件に対して

系統的な調査と最適化を行った。 

 以上の結果により、フォトルミネッセンスを酸化グラ

フェンへの電流注入および光物性の評価が可能とな

った。ＡＦＭ局所陽極酸化法と組み合わせることで、

光検出器素子の実現可能性を示唆するものであり、

今後の研究により更なる発展を目指す。 



【１３】 シリコンフォトニック結晶光共振器によるミセル化カーボンナノチューブの発光増強 

 

研究者 東京大学大学院工学系研究科 准教授  加藤 雄一郎 

 

〔研究の概要〕 

 カーボンナノチューブはフォトルミネッセンスや電界発光を示し、よく光るナノ材料として知られており、シリコン

基板上で合成可能な材料でもある。一方、２次元フォトニッククリスタル光共振器はモード体積が小さく、共鳴波

長が制御可能であり、ナノ材料との相性がよい。そこで、本研究ではカーボンナノチューブの発光増強に適した

シリコンフォトニック結晶共振器を設計および作製し、ミセル化カーボンナノチューブを塗布して顕微分光を行う

ことにより、発光増強を確認した。 

 

〔研究経過および成果〕 

単層カーボンナノチューブとは文字通り炭素一

層からなる直径 1～3 ナノメートル程度の筒状物

質のことである。炭素原子からなる六角形を平面

状に並べて蜂の巣格子になっている膜をグラフェ

ンと言うが、単層カーボンナノチューブはこれを

巻いて筒にした構造を持っている。この材料の面

白いところは、その巻き方によって電子構造が大

きく変わり、金属になったり半導体になったりす

るという点である。このうち、半導体のカーボン

ナノチューブは、半導体の中でも直接半導体とい

う発光効率の高い部類に属する。また、そのバン

ドギャップエネルギーもナノチューブのカイラリ

ティに依存し、発光波長としては 700 nm から

2300 nm と通信波長帯を含む幅広い領域に対応

する種類が存在することが知られている。さらに、

化学気相成長法により Si 基板上で合成できるう

え、長さはミクロン以上になるため電極を取り付

けるのが比較的容易であり、デバイス加工上のメ

リットは大きい。これらの理由からカーボンナノ

チューブはナノレーザーや単一光子源など、ナノ

オプトエレクトロニクスへの応用の可能性が注目

を浴びている。 

一方、シリコンフォトニクスの近年の発展は目

覚しく、電子回路と光回路を融合させた光配線な

どが利用できる新しい情報通信集積素子への応用

が期待されている。しかし、シリコンは間接遷移

半導体であるため、電子と正孔の再結合による発

光は効率が低く、発光素子には適さない。 

そこで、本研究では、シリコン基板上に直接合

成することができるカーボンナノチューブを用い

た発光素子をシリコンフォトニクスと融合するこ

とを視野に入れ、ナノ材料の発光増強に実績のあ

るフォトニック結晶共振器を用いて、カーボンナ

ノチューブの発光を増強することを試みた。 

フォトニック結晶は誘電率が周期的に変化する

構造を持たせた人工結晶であり、光に対するバン

ドギャップを持たせて光が進入できないようにす

ることが可能である。そこに、その周期性を乱す

｢欠陥｣を導入すると、そこに光を閉じ込める共振

器を実現できる。この欠陥の形状・大きさや、元

となるフォトニック結晶の周期性により共振器の



共鳴波長と偏光特性が決定されるため、所望の共

鳴波長を持つ共振器の設計が可能となる。また、

光共振器内でナノ材料と光を相互作用させるとき、

リング共振器などと比較してモード体積の小さい

フォトニック結晶共振器は極めて魅力的である。

モード体積が小さい共振器では光のエネルギーが

その狭い空間に集中し、電場強度も大きくなって

相互作用が強くなるからである。ここではシリコ

ン・オン・インシュレーター（SOI）基板に周期

的な穴を開けてフォトニック結晶とした（図１）。 

 

図１：フォトニック結晶共振器の電子顕微鏡像。

 

図２：共振器部分と未加工部分におけるフォトル

ミネッセンススペクトル。 

この共振器上に、ミセル化したカーボンナノチ

ューブを塗布し、フォトルミネッセンス測定を行

った。上述のように、カーボンナノチューブ同士

が束になった状態では光らないため、これを回避

するために界面活性剤によりミセル化する方法を

用いた。1250 nm より長波長の領域では Si は発

光しないため、この波長領域で共振器モードにお

ける発光が確認できれば、カーボンナノチューブ

とフォトニック結晶共振器が光結合しているとい

う直接的な証拠となる。そこで、共振器の基底モ

ードが約 1400 nm となるように格子定数 a = 380 

nm, 穴の半径 r = 100 nm という設計を選んだ。

作製後のフォトニック結晶にナノチューブ溶液を

滴下し、スピンコートを行うことで表面に塗布し

た。発光スペクトルを図２に示す。共振器上で取

得したスペクトルには、設計どおり 1400 nm 付近

に共振器の基底モードのピークが観測され、ナノ

チューブと共振器が相互作用していることを示す

データとなった。未加工部分の発光と比較し、少

なくとも 50 倍程度発光が増強されていると見積

もることができている。 

〔発表論文〕 
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【１４】 太陽光を利用した人工光合成半導体チップの創生 

 

研究者 東京工業大学電子物理工学専攻 教授  波多野 睦子 

 

〔研究の概要〕 

 太陽光を用いてCO２還元、貯蔵・輸送可能なエネルギーに高効率変換する半導体チップを低コストで実現す

ることを最終的な目標とする。カシオ科学振興財団殿のご支援期間に、立方晶 3C-SiC半導体をベースとし、Pt

ナノ粒子を助触媒として担持したチップを提案し、光利用効率約 0.5%の長寿命化（4 時間以上）を確認し、人工

光合成チップの可能性を示すことができた。 

〔目的〕 

人工光合成は太陽光のエネルギー変換と貯蔵を

兼ね備えた役割を担い、低炭素社会を実現する将来

の技術として期待されている。本研究は、立方晶

3C-SiC をベースとしたバンドエンジニアリングにより、

太陽光の広い波長領域の光吸収を可能とし、固/液

体界面での光化学活性反応の促進とキャリア輸送の

向上を図ることにより、高効率光合成チップを実現す

ることを目的とする。 

〔研究経過および成果〕 

図 1 に半導体の伝導帯と価電子帯準位、水及び

二酸化炭素の酸化還元電位の関係を示す。人工光

合成として次の条件が必要である。①可視光を吸収

する Eg＜3eV、②伝導帯の位置が還元電位よりも負

にあり、励起電子によって還元されない、③価電子帯

の位置が酸化電位よりも正にあり、ホールによって酸

化されない。本研究では、これらの条件を満たす可

能性のある 3C-SiC 半導体をベースとしたチップを提

案した。3C-SiC はSi基板上に成長できるため、大面

積化、コストの観点から有利である。図２に示すように、

溶液中で n 型 3C-SiC 半導体表面に形成される空乏

層では、光照射により電子正孔対が生成され、電子

はバンドの勾配に沿って半導体内部方向に移動し、

Al 電極を介して対向電極の Pt に移動し、水を還元さ

せて水素を発生する。正孔は n 型 3C-SiC 電極表面

で水を酸化させ、酸素を発生させる。 

図３にサイクリックボルタンメトリー(CV)特性の

3C-SiCに導入したリンの不純物濃度依存性を示す。

擬似太陽光照射による光電流が検出され、不純物濃

度が低いほど光電流が大きくなることが確認できた。

これは光励起されたキャリアのライフタイムが向上す

ることによる。また可視光の応答性が高いことを確認



し、TiO2に比べて有利であることがわかった。しかし

光利用効率は約 0.02％と低く、n型SiC半導体の表面

酸化による寿命低下が問題であることがわかった。 

効率と寿命の両方を向上するために、3C-SiC半導

体表面にPtナノ粒子（直径 3～5nm）を担持した。この

狙いは、発生した電子と正孔の分離の促進、正孔

の輸送効率の向上、化学的な安定なPtによる寿命

の向上である。図４に示すように、過電圧は 1.2Vから

0.6V低減し、光電流が増大し、光利用効率は約 0.5%

に向上した。また印加電圧ゼロでの光誘起電流が検

出された。さらに図５に示すように、Ptナノ粒子の担持

によりSiC半導体の酸化が抑制され、長寿命化（4 時

間以上）が図れることを確認した。現在ガスクロマト

グラフィのリアルタイム計測により、CO２還元の

基

用効率向上

図り、優位性を明確にしていく。 
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礎データを取得している。 

 以上示したように、3C-SiC 半導体の人工光合

成チップの応用の可能性を示すことができた。今

後は、固/液体界面での光化学反応やキャリア輸送

を解明し、図６に示すステップで光利

を

 



【１５】 光近接場励起輸送デバイスに関する研究 

 

研究者 山梨大学大学院医学工学総合研究部 教授  小林  潔 

特任助教  石川  陽 

教授  堀  裕和 

  助教  内山 和治 

 

〔研究の概要〕 

電子デバイスの配線と発熱問題，光デバイスの微小化とエネルギー消費の問題に焦点をあて，これら

の問題を解決する環境エレクトロニクス要素技術の確立を目指し，光近接場を励起光源に用い，キャリ

アの物質内での直接移動（電流）のない励起移動過程により作動させ，ナノ空間で機能するデバイス原

理を検討した．希薄磁性２重量子井戸からの外部磁場依存近接場発光を初めて観測し，励起移動経路が自発

的に形成されることを見出した．また，配列制御された量子ナノ構造における超放射は，各ナノ構造の初期量子

相関に起因する現象であることを初めて示すと同時に，スピン移動励起過程における環境系の多重構造が重要

であるという新知見を得た．これらは，環境（リザバー）系の構造によりナノ空間で自動的に配線され，自発機能

をもつデバイス（リザバーコンピューティング）の可能性を示唆している． 

 

〔研究経過および成果〕 

本研究では，電子デバイスの配線と発熱問題，光

デバイスの微小化とエネルギー消費の問題に焦点を

あて，これらの問題を解決する環境エレクトロニクス要

素技術の確立を目指した．具体的には，回折限界の

影響を受けない光近接場を励起光源に用いることに

より，可視光レーザーの波長より遙かに小さいナノ空

間で機能するという特徴をもつデバイスで，キャリアの

物質内での直接移動（電流）のない励起移動過程に

より作動させるデバイス原理を検討した．また，励起

移動の電子，あるいは光子の内部自由度であるスピ

ンに焦点をあてることにより，理論実験両面から，配

線が不要で消費エネルギーを最小に押さえる基本デ

バイス要素の基礎研究を実施した． 

図１に示すように，ZnO ナノディスクが 1 次元方向

に制御されて 9 層配列された系を用いて，自然放出

の寿命と発光強度の励起光強度依存性を調べた．

測定結果は，協同現象としての超放射であることを示

しており，半数のナノディスクに生じた初期量子相関

に起因する現象であることが理論的に明らかになっ

た［1］．これから，励起レーザーのコヒーレンスが，光

近接場を介して物質系に量子相関として転写され，

系全体の協同現象が発現したと考えられる． 

図２（a-b）にその概略図を示したように，独自開発 

図１．1 次元に配列制御された ZnO ナノディスクからの超放射

の時間発展を示す実験結果（○印）と理論予測（実線） [1] 



したナノスケールの絶対位置再現性をもつ走査型ト

ンネル電子顕微鏡（STM）支援の近接場光学顕微装

置（SNOM）を用いて，図２（c）に示すように，トポグラ

フィック像を確認しながら，外部磁場を０～９T の範囲

で印加させながら，希薄磁性半導体２重量子井戸

（DQW）からの近接場光を初めて観測した［2］．その

データ解析から，図２（d）に示すように，薄色の経路

を経由して矢印で記した部分まで励起移動が起こり

発光していることが見て取れる．この結果は，環境に

依存した試料の多様な共鳴励起エネルギー変化や

フォノン，さらにはキャリアのスピンに依存した光近接

場励起移動過程に起因していると考えられる． 

一方，この実験に呼応して，DQW 内の励起子と光

近接場との相互作用に対する全量子論モデルを基

にしたスピン励起移動ダイナミクス理論の構築を行っ

た．この理論モデル構築に際して，光子，電子正孔

励起，格子振動に起因する場の量子ゆらぎと相関が

本質的になることを強く意識して，ナノ領域から励起

光の一波長メゾ領域に及ぶダイナミクスの記述に，従

来の単一無限系としての熱浴系ではなく，時空間に

局在した階層的環境系の重要性を指摘した［3,4］．こ

の考察により，環境系を通して着目系のダイナミクス

が決定される，すなわち系の制御が可能になるという

方法論に新知見が得られた．また，第一段階の実験

結果との比較検討課題として，スピン励起移動情報

を含む DQW からの発光の円偏光度の時間依存性を

取り上げ，励起子と光近接場の有効相互作用の強さ

を議論した．また，光近接場による励起移動過程・量

子井戸内のフォノン緩和過程・光パルスによる励起過

程など複数の時間スケールの競合が重要となることを

明かにした． 

以上実験理論両面から，新しい光電子機能デバイ

スの原型として，環境（リザバー）系の構造によりナノ

空間で自動的に配線され，自発機能をもつデバイス

の素過程の一面が明らかになった． 

 

図 2．(a) 独自開発 STM 支援 SNOM 装置の概略図，(b) 計測

概略図，(c) トポグラフィック像と DQW からの外部磁場依存発

光 SNOM 像，(d) 外部磁場に依存した励起移動過程 
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【１６】 テラヘルツ技術によるガスハイドレート分解メカニズムの解明 

 

研究者 名古屋大学大学院工学研究科 助教  竹家 啓 

 

〔研究の概要〕 

 エネルギー、環境を取り巻く問題は現代社会が持続可能な発展を行うための最重要課題である。これらの課題

において近年、ガスハイドレートと呼ばれる材料が注目を集めている。ガスハイドレートは密度や構造が氷と似て

いることから、従来の観測手段では平衡状態、非平衡状態において氷との識別に困難さが伴い、未だ解明され

ていない現象が存在する。本研究では、テラヘルツ時間領域分光法による観測を行いガスハイドレートと氷の定

量的、定性的な識別を行うと共に、多様なガスハイドレートのテラヘルツ波帯での基本特性を算出することをねら

いとしている。さらに、テラヘルツ技術の高い時間分解能を利用して、動的なプロセス、例えば分解や生成にお

けるリアルタイム観測での評価の実現を目指し、ハイドレート基礎研究における新たな観測手段として確立する。

本年度は分析のための光学系の構築を行い、分光装置の評価を行った。 

 

〔研究経過および成果〕 

ガスハイドレートは水分子とガス分子から構成される

固体結晶のことであり、その構造は水素結合によって

構築された籠状のネットワークにガス分子がトラップさ

れることで構成される。体積に換算して約 170 倍のガ

スを結晶内部に包蔵することが可能であるため、新規

天然ガス輸送手段としてもその利用が期待されてい

る。このような結晶の生成は比較的高圧、低温の環境

下で実現され、中でもメタンを内包するメタンハイドレ

ートは世界各地の海底堆積物中や極限地域の凍土

の下に存在が確認されている。日本の排他的経済水

域にも多量のメタンハイドレートの存在が観測されて

おり、天然資源としての利用が実現すればわが国に

齎す利益は計り知れないものとなる。 

ガスハイドレートは幅広い分野において様々な研

究がなされており、その構造、熱安定性や応用利用

のための研究成果は広く報告されている。 しかしガ

スハイドレートの特性には不明瞭な点が未だに存在

している。例えば、熱力学的に不安定な環境でガス

ハイドレートが準安定化する自己保存効果や、結晶

成長における核生成の速度などについては未解明

な部分も多く残されている。また、結晶構造の骨格を

なす水素結合のネットワークと密接な関係がある領域

での誘電率や屈折率の研究について、報告はもとよ

り検討すらほとんどなされていない。 

テラヘルツ光は 1012領域の振動数を持つ電磁波で

あり、そのエネルギーは比較的軽い分子の運動に相

当する。また氷と水に対して感度が大きく異なることか

ら水分子の相変化を追跡できる有効な光である。テラ

ヘルツ技術の一つである時間領域分光測定を用いる

ことで、試料の光学特性についての物性値を抽出す

ることが可能である。そこでテラヘルツ技術を用いた

新たな観測手段を確立するために本研究を行った。 

本期間における研究経過を以下に述べる。テラヘ

ルツ時間領域分光光学系の構築を行い、低温での

テラヘルツ分光および低温で試料交換が可能な分



光用冷凍器を光学系に導入した。 

まず始めに、ガスハイドレートと構造、性質が似て

いる氷の測定を行った。小型環境試験機を用い氷を

厚

ハ

 Kobayashi, Takashi Minami, Atsushi 

io Nakagoshi, Takeshi Sugahara, Kei 

domain 

み数 mm のペレット状に成長させ、その誘電特性を

測定した。測定範囲は 0.1～1.2THz、温度領域は 40

～273 K である。図に測定した氷のテラヘルツ帯で

の複素誘電特性を示す。複素どちらも周波数増加に

伴い値の上昇が観測され。温度依存性に関しても、

温度上昇に伴って値が増加することが観測された。こ

れまでに氷の誘電特性に関して、テラヘルツ帯での

観測は体系的に行われておらず、広い温度領域に

おいての観測はこれが初めてである。ほかの周波数

領域での観測結果等と比較して信頼性のある観測結

果が得られた。さらに、その後 THF ハイドレートを同

様に調整し、分光測定を行った。THF ハイドレートは

他のガスハイドレートと比較して独自の吸収ピークを

持ち、吸収率が高いことが特徴的である。この試料を

氷と同様に分光測定したところ、明らかに氷より大き

な吸収係数が算出された。このことは本調整法で

THF ハイドレートが作成できていることを示している。 

上記の結果をまとめると、本光学系で氷およびガス

ハイドレートを正しく評価できることが示せた。今後は

イドレート作成のための高圧容器等を用い様々な

ガスハイドレート作成し、順次測定を行う予定である。

ガスハイドレートの安定性はゲスト分子によって異な

る。調製した各ガスハイドレートを平衡温度以上に保

持しながらテラヘルツ分光測定を行うことで、光学定

数、吸収スペクトルの推移を観測しながら分解速度、

構造変化を観測する。また、テラヘルツ帯の水素結

合化合物の誘電率は結晶構造の分極やプロトン移

動と関係することから相変化における結晶構造の変

化といった基礎物性についても研究を行う。メタンハ

イドレートにおける自己保存効果には過冷却水が過

渡的に存在することも示唆されているので、これの検

証も行う。 
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【１７】 ワイヤレス給電を用いたゼロワイヤーロボットアームの研究 

 

豊橋技術科学大学エレクトロニクス先端融合研究所 

テニュアトラック助教  真下 智昭 

 

〔研究の概要〕 

 本研究は，外部から送る超音波によってエネルギーを伝送しアクチュエータを駆動するロボットアームの開発を

目的としている．フレームワークとして，まず超音波モータを用いた三自由度のロボットアームを試作しおよび駆

動実験を行った．超音波モータは，高応答性，高精度，静粛などで知られるアクチュエータであり，ロボットアー

ムとしての使用に適している．本報告では，アームを新しく開発した上で，PI フィードバック制御システムを構築し，

応答性と精度について実験で明らかにした．応答性の実験では，最高速度から 3 ミリ秒で静止することができる

など，非常にユニークな特長を示している． 

 

〔研究経過および成果〕 

 高齢化社会における生活支援を目的として超音波

モータを用いたロボットアームが期待される．超

音波モータを用いる理由は，高精度，高応答性，

静粛であるなどの特長に加え，安全性を実現でき

ることである．例えば，もしロボットアームが運

動中に危険や異常を検知すれば，ステータとロー

タ間の摩擦を使った急ブレーキをかけ，その後瞬

時に，超音波モータに定在波を発生させてバック

ドライバブルの状態に切り替えることができる．

これはロータイナーシャが小さく，摩擦によるブ

レーキトルクが大きい超音波モータだからこそ実

現できる安全性である．このとき，どの程度バッ

クドライバブルであるかはステータとロータ間の

押し付け力の大きさによるが，押し付け力が小さ

ければほとんどフリージョイントのような状態も

実現可能である．そのような急ブレーキ動作が実

際に可能であるのか実験で確認する． 

Motor1 

図 1 超音波モータを用いたロボットアーム 

図1は，試作したロボットアームである．直列に，

関節とリンクが垂直につながる垂直多関節型のロ

ボットであり，アームを軽量化するために平行四

節リンクを採用している．それぞれのリンクの長

さは約200mmの小型ロボットアームである．図の

ように，三個の超音波モータを取り付けており，

ハンド部を除いて合計3自由度である．アームの自

重を補償するためにカウンタウェイトを採用して

おり，重力から影響を受けることなくアームの運

動を評価できる． 

試作したロボットアームを用いて，超音波モー

タの起動時および停止時における応答性を調査す



る．角速度の制御は，周波数を変えることによっ

て行う．角速度はモータの出力軸に取り付けたエ

ンコーダから算出し，このときのサンプリングタ

イムは1ミリ秒である．実験では，垂直軸周りにロ

ボットを回転させるMotor1の挙動を観察する．目

標角速度として（最高角速度である）135rpmとな

るステップ入力が与えられ，さらに0.2秒後には停

止する時の，Motor1の応答を図2に示す．ステップ

入力が与えられ（ここで，周波数は共振周波数で

ある），Motor1は回転しはじめ，約50ミリ秒で目

標角速度に到達することがわかる．電磁モータは

最高速度に達するまで1秒以上かかるものも多い

が，それと比べ非常に短い時間で最高速度に到達

している．その後，停止させるために速度指令値

をゼロにしたとき（周波数が共振周波数から大き

く離れたとき）には，最高速度から，わずか約3

ミリ秒で停止することができている（図2上）．こ

れは，もしロボットアームが人にぶつかった場合

でも，人に与える衝撃をはるかに軽減できること

や瞬時に危険を回避できること，などの安全性を

実現できることを意味する． 

次に，フィードバック制御を用いてMotor1の位

置決め制御を行った．図3は，目標角度としてπ/2 

radを交互に与えたとき，Motor1をPI制御で駆動さ

せた結果である．PI制御における，比例ゲインと

積分ゲインはそれぞれ，Gp =0.3，GI =0.04である．

目標角度に対し，わずかなオーバーシュートなく

目標角度に収束していることがわかる．アームの

ように比較的大きいものを駆動させる場合であっ

ても，PI制御が効果的であることがわかる． 

ワイヤレス給電技術については，試作機を用い

て，超音波によるエネルギー電力伝送の実験を行

い，伝送距離，効率などの基礎的な物性の調査を

行っている．空気中では実用的な電力伝送は困難

であったが，水中では，最大10%程度とまずまず

の伝送効率が得られており，今後，超音波受信機

の形状および材料などを最適設計することにより，

効率の向上を目指す． 

〔発表論文〕 

１． 山下貴仁, 真下智昭, 寺嶋一彦, 武居直行，超

音波モータを用いた生活支援用ロボットアームの

開発，第 30 回 日本ロボット学会 学術講演会，

札幌，2012 年 9 月． 

0.199 0.200 0.201 0.202 0.203

20

0.204
0

5

10

15

 

 

0 0.05 0.1 0.15 0.2 0.25
0

10

20

Time [s]

A
ng

ul
ar

 v
el

. [
ra

d/
s]

 

 

Refernce
Result

 

図 2 応答性実験結果 
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図 3 ステップ応答実験結果 



【１８】 固体中の輸送現象の新しいメゾスケールシミュレーション法の開発 

 

研究者 京都大学工学研究科 准教授  松本 充弘 

 

〔研究の概要〕 

 金属や半導体中の熱エネルギー輸送の解析を行うため，Boltzmann 輸送方程式に基づくメゾスケールでのエ

ネルギー輸送シミュレーション手法を開発した．主なエネルギーキャリアであるフォノンと電子について，それぞ

れ緩和時間近似に基づく Boltzmann 方程式を基礎方程式とし，状態密度・分散関係・緩和時間についての簡単

なモデルと組み合わせることで，拡散的輸送から弾道的輸送までをシミュレートできるコードが構築できた．さら

に，熱電変換材料への応用のため，界面での散乱透過モデルとフォノン－電子連成モデルの検討を行った． 

〔研究経過および成果〕 とする．フォノンは Bose 統計に従い，熱平衡分布は 

１．はじめに  微細化し単位面積当たりの発熱量が

ますます増大する電子デバイスの熱制御・熱設計や，

微小な熱流を電流に変換する熱電変換素子の高効

率化を目指した基礎研究として，本研究では，ナノメ

ートルからサブミリメートルまでの広い空間スケールに

おける固体中のエネルギー輸送ダイナミクスを解明

するための概念の確立とシミュレーションツール類の

整備を行なおうとしている．フォノンや電子の輸送を

Boltzmann 輸送方程式に基づいて解析し，希薄気体

ダイナミクスのアナロジーから，フォノン流体や電子流

体についての新しい原理の発見と応用を図る． 
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である．状態密度 と分散関係pD  k


 を適切に与え

ることで，フォノンモデルを構築した． 2 次元系の熱

輸送解析を行い，系のサイズ（特徴的長さ）とフォノン

の平均自由行程の比が小さくなるにつれて，拡散的

輸送から弾道的輸送に遷移することが示され，モデ

ルが概ね妥当であることが検証できた． 

３．電子ダイナミクスのモデル開発  本研究では電

子も古典力学的粒子として取り扱うため，式(1)と同じ

形の BTE を仮定する．フォノンとの違いは，電子が

Fermi 統計に従うことであり，平衡分布は 

 フォノンダイナミクスを Boltzmann 輸送方程式

（BTE）に基づいて解析する手法を開発する． 

 同様に，電子を BTE で扱う手法を開発する． 
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 界面での散乱透過モデルとフォノン-電子の相

互作用を考慮した連成モデルを構築する． 

を用いる．ここで， は電子の化学ポテンシャル（フェ

ルミエネルギー）であり，温度依存性がある．電位

は電子の密度に対する Poisson 方程式から求める．

自由電子モデルに対する状態密度 と分散関係eD

 k


 を用いたテスト計算により，電子の挙動を定性

という順で，研究を進めた． 

２．フォノンダイナミクスのモデル開発  分布関数

 tkrN ;,
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的に再現できることがわかった．しかし，電気伝導度

などを定量的に扱うためには，自由電子モデルでは

不十分であり，モデルの改良が今後の課題である． 

４．界面モデルの開発  フォノンと電子の平均自由

行程は大きく異なることが多い．このことを利用して，

多結晶材料やミクロスケール組織化材料を用いた熱

電変換材料が提案されている．このような系のシミュ

レーションを行うには，フォノンや電子の界面での散

乱・透過をうまくモデル化する必要がある．ここではま

ず，界面入射流束に対して透過係数 を仮定すると

いう単純なモデルを調べた．図 1 に示すように，系の

サイズが平均自由行程を下回ると弾道的輸送が顕著

になり shadow effect があらわれる．定量的な解析を

現在行っているところである． 

５．フォノン－電子連成モデルの開発  熱電変換材

料のシミュレーションのためには，連成モデルが必要

である．まだ構築中の段階であるが，熱電性能指数

の重要な要素である電気伝導率 と熱伝導率  を

調べることができる（図 2）． 

 

(a) 拡散的輸送領域. 

 

(b) 弾道的輸送領域. 

図 1. 界面での反射透過があるフォノン系の定常温度分

布の例．透過係数 5.0 の場合． 
 

 

図 2.パラメタ  の粒界サイズ依存性の例． 
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【１９】 三次元多孔質アルミニウムの電析法の開発とその 

リチウムイオン電池正極集電体への応用 

 

京都大学大学院エネルギー科学研究科 助教  三宅 正男 

 

〔研究の概要〕 

現行のリチウムイオン電池の正極集電体にはアルミニウム箔が利用されている。このアルミニウム箔を、アルミ

ニウム多孔体に置き換えることで、リチウムイオン二次電池が高出力化・高容量化することが期待されている。し

かし、現時点では、電池集電体に利用可能なアルミニウム多孔体を安価で製造する技術は存在しない。そこで、

本研究では、電池集電体として利用可能なアルミニウム三次元多孔体を、有機溶媒浴からのアルミニウム電析

技術を利用して作製する新しい方法の開発を行った。また、得られたアルミニウム多孔体をリチウムイオン電池の

正極集電体に用い、充放電特性の評価を行った。 

 

〔研究経過および成果〕 

1. 三次元多孔質アルミニウムの電析 

三次元多孔構造を有するアルミニウム層を、ジメチ

ルスルホン-塩化アルミニウム浴からの直接電析法お

よびテンプレート電析法の 2 種類の方法によって作

製することを試みた。 

1.1 直接電析 

Al 電析の際に、高電流を印加することで、三次元

多孔構造を有するアルミニウム層を直接電析すること

を試みた。浴に添加剤としてジメチルアミン塩酸塩を

加えると、基板上で Al の電析と同時に気泡が発生

し、この気泡を取り囲むように Al が電析するため、

三次元の広がりをもつ孔を有する Al 電析物が得ら

れた。AlCl3 濃度、添加剤濃度および電析電流密度

の最適化を行った結果、AlCl3 濃度および添加剤濃

度が、DMSO2 : AlCl3 : (CH3)2NH・HCl = 10 mol : 

1.5 mol : 0.5 mol の場合に、もっとも大きな孔をもつ 

Al 電析膜が得られた。また、電流密度の増大ととも

に、Al 電析物中の孔の径は大きくなった。本研究で

は電流密度を最大で 10 A cm-2 とすることで、最も大

きな孔をもつ Al 電析膜が得られた (図 1)。しかし、

得られた Al 多孔体は、表面 SEM 画像から明らか

なように、空隙部分よりも Al 層部分が多い。また本

法では、空隙径の制御も困難であった。 

100 μm

(a)

100 μm

(b)

図 1 DMSO2 : AlCl3 : (CH3)2NH・HCl = 10 mol : 1.5 
mol : 0.5 mol の浴から得られた電析物の SEM 画像. 
電流密度 (a) 4 A cm-2, (b) 10 A cm-2, 通電時間 60 s 

 

1.2. テンプレート電析[1] 

上記の作製法で得られた Al 多孔体よりも、空隙

率の高いものを得るため、Na2SO4 粉末をテンプレ

ートに用いた電析による作製を検討した。本法では、

Al 多孔体を電析するためのテンプレートとして浴に

難溶かつ水溶性の塩である Na2SO4 粉末を利用し

た。Na2SO4 粉末粒子を浴に充填した状態で Al 電



析を行うと、粒子を内包する Al 層が基板上に形成

される。電析後、水洗によって、Na2SO4 粉末を溶解

除去することで、Na2SO4 粉末粒子の形状を反映し

た Al 多孔体が得られる (図 2)。電析電位および 

Na2SO4 粉末の粒径を様々に変化させ、析出する 

Al の構造形態への影響を検証した。 

2. 充放電特性 

レート電析法によって形成された三

次

孔質アルミニウムの新しい作製法として、

有

塩見卓, 三宅正男, 平藤哲司, "硫酸

粉末をテンプレートに用いたジメ

 

電析電位を変化させて電析を行った結果、電位

-0.6 V の場合に Al 多孔体が得られることが分

かった。そこで、電位を -0.6 V に固定し、Na2SO4 

粉末粒子の粒径を変化させて電析を行った。その結

果、Na2SO4 粉末粒子の粒径とほぼ同じ径の孔をも

つ Al 多孔体が得られ (図 3)、Na2SO4 粉末粒子

の粒径によって Al 多孔体の孔径の制御が可能で

あることが明らかとなった。図 4 に示す断面 SEM 

像からも、三次元多孔構造をもつ Al 層が形成され

たことが確認できた。 

 

各粒径の Na2SO4 粉末を用いて作製した Al 多

孔体の空隙率を表 1 に示す。得られた Al 多孔層

の空隙率は、孔径によらず 55 ~ 65% であることが明

らかとなった。 

図

上記のテンプ

元多孔質アルミニウム内に Li イオン電池の正極

活物質 (LiCoO2) を充填することで、電池正極を作

製し、その充放電特性の評価を行った。その結果、

多孔質アルミニウムを集電体に用いた場合、通常の 

Al 箔を集電体に用いた場合と比べて、同一放電速

度において高い放電容量を示すことが確認された。 

3. まとめ 

三次元多

機溶媒からの電析法を利用する 2 つの方法を確

立した。得られた多孔質アルミニウムを Li イオン電

池の正極集電体に用いると、箔を用いた場合と比べ

て放電時の容量が向上することが確かめられた。 

〔発表論文〕 
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ナトリウム

チルスルホン浴からの多孔質アルミニウムの

電析", 表面技術協会第 126 回講演大会. 
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図 3異なる粒径の Na2SO4 粉末をテンプレートに使用し

て ーラスアル作製したポ ミニウムの表面の SEM 画 
像. Na2SO4 の粒径 (a) 200 m 以上, (b) 75~90 m 
電析電位 : - 0.6 V, 通電時間: 10 h 

図 2 Na2SO4 粉末をテンプレートに用いたAl多孔体の作製

プロセスにおける基板近傍の模式図 

基
板

Al電析 水洗

電解液Na2SO4粉末粒子 Al 多孔質 Al

粉末粒子
溶解

 4 作製した Al 多孔体を樹脂埋め後、切断および 
研磨によって形成された断面の SEM 画像 

表 1 異なる粒径の Na2SO4 粉末をテンプレートに使用し 
て作製したポーラスアルミニウムの空隙率および 
膜厚 

粒径 (m) 空隙率 (%) 膜厚 (m)

10 以下 65 28

30 以下 59 25

75 ~ 90 58 416

165 ~ 200 62 833
200 以上 55 930



【２０】 自己組織化 InAs 量子ドットのサイズ制御による１ミクロン帯広帯域光源の開発 

 

研究者 和歌山大学システム工学部 准教授  尾崎 信彦 

 

〔研究の概要〕 

 本研究は、GaAs 基板上 InAs 量子ドット（QD）の発光波長を 1m 帯へ制御し、中心波長 1.05m で広帯域な

発光スペクトルを持つ光源への応用を目指した。MBE 法により QD を成長した後、In フラッシュ法と呼ばれる手

法により発光波長制御を行った。In フラッシュ法とは、QD 成長後に QD 高さ以下の膜厚の GaAs キャップ層を積

層し、基板温度を短時間で昇降温(In フラッシュ)させ、QD の高さをキャップ層厚に揃える手法である。これにより、

もともと 1.2～1.3m であった QD 発光中心波長を 0.9～1.2m の範囲に精度良く短波長化させることに成功した。

また、キャップ層厚減少に伴い発光強度が減少傾向を示したが、In フラッシュ時の昇温度の適正化によって発

光強度減少を抑制できることも明らかにした。これらの知見をもとに、中心波長と発光強度を制御した複数の In

フラッシュ QD 層を積層成長し、中心波長約 1.05m、帯域 92nm の広帯域発光を示す基板作製に成功した。 

 

〔研究経過および成果〕 
(a) (b)

(c)

近赤外光は生体組織に対して透過率が高く非侵

襲であることから、近年医療イメージングへの応用が

進んでおり、その一例として光干渉断層計(OCT)があ

る。OCTは広帯域（低コヒーレンス）な光源を用いた

光干渉計により、生体などの断面構造を非侵襲に観

察可能なイメージング技術である。OCTの深さ方向分

解 能 を 決 定 す る の は 光 源 の コ ヒ ー レ ン ス 長

lc=0.440
2/であり、スペクトル帯域幅が広く、中

心波長0が短いほど分解能が向上する。また、生体

内では水やヘモグロビンによる光吸収・散乱があり、

これらが最も少ない波長 1.05mを発光中心波長とす

る光源を用いれば、より深い到達深度を得られる。そ

こで本研究では、OCTの分解能向上と高到達深度に

寄与する波長 1m帯の広帯域光源開発を目指し、In

フラッシュ法を用いた自己組織化InAs-QDの発光波

長制御と広帯域化の検討を行った。 

[100]

[01‐1]

[011]

図１ 自己組織化 InAs-QD 成長時(a)と In-flush 後(b)
の表面 AFM 観察像。(c)In-flush 後に GaAs 層で埋め込

んだ QD の断面 HRTEM 観察像 

面のInフラッシュ前後のAFM観察像を、図 1(c)にIn

フラッシュした後にGaAs積層によって基板内に埋込

んだIn-flushed-QD（白点線内）の断面HRTEM観察

像を示す。 
サンプル作製には分子線エピタキシー(MBE)法

を用いた。GaAs 板上に、平均高さ 4.5nm、密度

4.6×10

基
10cm-2のInAs-QDをS-K成長モードによって

自己組織的に成長させた後、GaAs-cap層を 1~5nm

程度の様々な厚み(dcap)で堆積させ、基板温度を短

時間で昇降させる(Inフラッシュ)ことでQD高さを

GaAs-cap層厚に制御した。例として、図 1(a),(b)に

dcap = 1.2 nmでInフラッシュを行ったサンプル表

 埋め込んだIn-flushed-QDは室温でのPL測定により

光学評価を行った。図２に、dcap を変えて作製した

In-flushed-QDのPL発光スペクトル例を示す。dcapによ

って発光中心波長が制御されており、目的である波

長約 1.05mを中心に約 200nmの帯域に渡って発光

中心波長の制御が可能であることが示された。 



T を低くすることによって、In-flush 時の QD の構造

劣化や界面への非発光中心導入を抑制でき、発光

中心波長は変化せずに、発光強度の減少を抑えるこ

とが出来た。 
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以上の結果を踏まえ、本研究の目的である中心波

長 1.05mで広帯域な発光スペクトルを持つ光源開

発のために、複数のIn-flushed-QD層を積層した基板

作製を行った。異なるdcapとTでIn-flushを行った 3 層

のInAs-QD層(それぞれのdcapとTは下層から順に、

dcap = 2.37nm, T = 60°C、dcap = 2.04nm, T = 38°C、

dcap = 1.36nm, T = 32°C) を積層成長し、各QD層か

ら均等な発光強度の寄与が得られるようにした。作製

した基板の室温PL測定結果を図 4 に示す。 
 図２ 様々な cap層厚により In-flushを行った

InAs-QDのPLスペクトルの例。dcap = (i) 1.0 nm, (ii) 
1.7 nm, (iii) 3.1 nm 
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 一方、dcapの減少に伴って発光強度が減少する傾

向が見られた。これは、In-flushによる基板温度上昇

時にQDの構造劣化や非発光中心の導入が起きたこ

とが原因と考えられる。すなわち、GaAs-cap層厚があ

る程度厚い(dcap > 3nm)場合、In-flush時の温度上昇

によるInとGa原子の相互拡散はcap層内のQDに殆ど

影響を与えないが、GaAs-cap層厚が薄くなるにつれ、

InとGa原子の相互拡散がcap層内のQDにも影響を与

えると考えられる。そこで、In-flush時の基板温度上昇

値T（In-flush過程での基板到達最高温度(Tmax)と

GaAs-cap層成長温度(Tcap)との差）を変化させ、PL発

光強度に及ぼす影響を調べた。Tを 33°C～80°Cと

した各サンプルからのPL発光強度と発光中心波長を

プロットしたものを図 3 に示す。dcapは全て 2.04nmとし

た。Tを低くすることで、発光中心波長は約 1.06 m

からほぼ変化せず、一方で、PL発光強度は最大で 3

倍程度増加することが分かった。 

 
 

図４ 異なるdcap、TでIn-flushを行ったQD層を 3
層積層したサンプルからのPLスペクトル 

発光波長を 1m 帯に制御しつつスペクトル半値幅

約 92nm が得られた。QD 単層のスペクトル半値幅が

約 40~50nm であるのに対し、40nm 以上広帯域化さ

れ、スペクトル形状はスムーズなガウシアン形状に近

いものが得られた。これは、OCT 光源として使用した

場合に光軸分解能約 5.7m となり、有用な光源素子

として応用できる可能性を示す結果である。 
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図３ In-flush 時の基板温度上昇値T に対する

PL 発光強度と発光中心波長の変化 



【２１】 光波回路を用いた集積型多点同時計測用レーザドップラー速度計の基礎検討 

 

研究者 香川大学工学部 准教授  丸 浩一 

 

〔研究の概要〕 

 レーザドップラー速度計（Laser Doppler velocimeter; LDV）は非接触かつ空間分解能の高い流体・固体速度

計測方法として様々な産業分野で利用されている．特に，多点同時計測用 LDV は，速度分布及び速度相関を

非接触かつ高精度に測定できる方法として幅広い応用が期待されている．我々は光波回路で構成したアレイ導

波路回折格子（Arrayed waveguide grating; AWG）を用いることにより多点同時計測可能かつ波長変動による速

度誤差を低減した集積型多点同時計測用 LDV を提案している．本研究では，本 LDV 実現のための技術開発と

して，(1)光伝搬解析による特性検討，(2)光波回路素子の設計，(3)実験による原理検証，を行った． 

 

〔研究経過および成果〕 

(1) 光伝搬解析による特性検討 

 集積型 LDV を実現するためには，光波を導波構造

から空間に出射して測定点に集光させるため，集積

型 LDV の素子端に導波路－空間結合系を形成する

必要がある．図 1 に本研究で提案する導波路－空間

結合系の構造を示す．チャネル導波路からの光波を

スラブ導波路で拡散し，導波路端から空間に出射す

る．このとき，湾曲した端面からなるスラブ導波路レン

ズ構造により，空間伝搬するにつれてスラブ導波路

に平行な横方向に集光する．また，シリンダレンズを

用いて縦方向にも集光する．この結果，測定点での

縦・横両方向の集光を実現する． 

シリンダレンズ

スラブ導波路レンズ構造
光波

チャネル導波路

 

図 1 導波路－空間結合系の構造 

 まず横方向の集光を確認するため，2 次元ビーム伝

搬法（Beam propagation method; BPM）を用いて横方

向電界分布の計算を行った．図 2(a)にスラブ導波路

長 300μm，導波路端の曲率半径を 75μm としたとき

の結果を示す．チャネル導波路からの距離 Z=1.2～

1.4mm の付近で集光していることが分かる．次に縦・

横両方向の集光を確認するため，3 次元 BPM による

計算を行った．シリンダレンズの曲率半径を変化させ

たところ，曲率半径 60μm のときに Z=1.2～1.4mm 付

近で集光スポットが最小となった．Z=1.2mm での伝搬

方向に垂直な断面内の電界分布を図2(b)に示す．本

研究で提案した導波路－空間結合系を用いることで

空間中の測定点での集光が可能となることが分かっ

た． 

(a) 2次元BPM計算結果 (b) 3次元BPM計算結果, Z=1.2mm  

図 2 電界分布計算結果 

(2) 光波回路素子の設計 

 Si 系光導波路を想定し，集積型多点同時計測用



回転ターゲット

+

レンズ

透過型回折格子

コリメータ

スプリッタ

PD1

PD2

反射型回折格子

ミラー

レーザ
 = 1530 nm

レーザ
 = 1570 nm

デジタルオシロスコープ

光ファイバ

f=200mm

f=200mm

(b) 写真

(a) 実験系回路図

 

LDV 実現のための光波回路設計を行った．図 3 に回

路構成を示す．本 LDV では，AWG を 3 回路用いる．

波長の異なる複数の半導体レーザ（LD）から出力し

た光は，2 個の入力側 AWG を通過し，測定点で集光

する．測定点での散乱光は出力側 AWG を通過後に

フォトダイオード（PD）で受光する．AWG の分散特性

を利用することで複数点同時計測を可能とする． 

入力側AWG

PD

LD

LD

LD

PD

PD

出力側AWG

スプリッタ

シリンダレンズ

測定点

入力導波路

出力導波路  

図 4 実験系 図 3 集積型多点同時計測用 LDV の構成 

 回転ターゲット位置を光軸方向に移動しながらビー

ト信号スペクトルを測定した結果を図 5 に示す．PD1

では 193～196mm，PD2 では 173～175mm の範囲の

みにスペクトルピークが認められた．このことから，異

なる 2 点の速度計測が可能であることが実証できた． 

 本構成に基づいて測定点配置を検討した．Si系光

導波路を想定し，スラブ導波路等価屈折率を 3.06，

スラブ端アレイ導波路間隔を 3μm，2 個の入力側

AWGの出力端間隔を 10mm，配置角度を 15oと仮定

した．主回折光の出射角度範囲を考慮し，測定点位

置を計算した．その結果，波長 1.3～1.5μmのLDを

用い，-1～1oの角度範囲で入力側AWGの入力導波

路を配置した場合，6.0mmの範囲で測定点を配置で

きることが分かった． 
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図 5 ビート信号スペクトル測定結果 (3) 実験による原理検証 

〔発表論文〕  AWGを空間光学用回折格子で置き換えた光学系

を構築し，速度計測の原理検証を行った．実験系を

図 4 に示す．波長を 1530nmと 1570nmに設定した 2

台の波長可変レーザからの光を角度差 2oで 2 個の透

過型回折格子（格子間隔 3.33μm）に入射した．それ

ぞれの 1 次回折光を回転ターゲットに入射し，散乱光

を反射型回折格子（格子間隔 1.67μm）に入射し，そ

の回折光を 2 台のPD（PD1, PD2）で受光した． 

１． K. Maru, “Non-mechanical dual-axis scanning 

laser Doppler velocimeter,” IEEE Sens. J., Vol. 

12, No. 8, pp. 2648-2652, Aug. 2012. 

２． K. Maru, “Demonstration of two-point velocity 

measurement using diffraction grating elements 

for integrated multi-point differential laser 

Doppler velocimeter,” 投稿中 



【２２】 金属化合物中のスピン偏極伝導電子数の構成元素依存性の評価 

 

研究者 青山学院大学理工学部 助教  水崎 壮一郎 

 

〔研究の概要〕 

 金属化合物中のスピン偏極した伝導電子数の構成元素依存性の評価法の確立を目指した研究活動の一環と

して、放射光を用いた金属化合物の電子状態の解析研究と、金属化合物合成による電気伝導特性と磁気特性

の変化と構成元素との相関の研究を行なった。放射光を用いた研究では、X 線磁気コンプトン散乱実験を用い

て磁性金属化合物中の局在電子と遍歴電子の構成元素の依存性を評価し、遍歴電子と局在電子の間の相関

を明らかにした。一方で、金属化合物の構成元素を一部置換することで、構成元素組成に依存した強磁性金

属-強磁性半導体-常磁性金属転移の磁気特性及び電気伝導特性の変化を見出した。 

 

〔研究経過および成果〕 

 金属化合物中の伝導電子を含めた遍歴電子と磁気

特性との相関、および、遍歴電子と局在電子の磁気

的な相関を明らかにする研究の一環として、以下の 2

点に着目した研究を遂行した。 

1：放射光を用いた金属磁性体内の遍歴電子と局在

電子の分布測定 

2： 磁気及び電気伝導特性の構成元素依存性 

特に、本研究は、ホイスラー型結晶構造を持つ金属

化合物を研究対象にした。ホイスラー合金は古くから

研究されておいる。多くの 3d 遷移金属元素を主成分

としたホイスラー合金は、強磁性ハーフメタルをはじ

めとして、半導体、半金属、弱強磁性、反強磁性など

の興味深い物性を発現する三元系金属間化合物と

して知られている。 

 

 「 放射光を用いた金属磁性体内の遍歴電子と局在

電子の分布測定 」 

伝導電子は遍歴電子の一部であることから、遍歴

電子と局在電子の電子スピンの相関を、放射光を用

いた金属化合物内の電子状態解析実験で評価した。 

実験は SPring-8 で行なった。図 1 に示した測定結果

は、磁性体金属内の全電子の上向きスピンを持つ電

子と下向きスピンを持つ電子数差の運動量分布を表

す。この電子の分布を解析することで、局在電子と遍

歴電子の各総電子数と相互関係が評価できる。実験

で得られた電子分布は、理論から予測した電子分布

と一致した。 

図 1 放射光によって評価した金属化合物中

の全電子のスピン偏極状態の電子運動量分布 

 本研究手法で解明した各金属化合物の遍歴電子と

局在電子は、遍歴電子数の局在電子数との比例関

係を示した(図２)。 局在電子数は金属化合物の構



成元素の的確な調整・調合で制御することができるた

め、本研究成果は、金属化合物の構成元素の調整

による調合が、金属化合物内のスピン偏極した遍歴

電子数の総量の制御法の実現の可能性を示唆して

いる。 

 「 金属化合物中のスピン偏極伝導電子数の構成

元素依存性の評価 」 

 金属化合物Co2-xRuxFeSiおよびCo2-xRuxTiSiの電

気伝導特性と磁気特性の評価をした。Co元素が誘起

する磁気モーメントを減少させるためにRuを置換し、

遍歴電子と局在電子の相関を研究した。本研究の結

果、金属化合物Co2-xRuxFeSi はRu組成の変化によ

り強磁性・反強磁性転移および金属・半導体転移が

観察された。この強磁性・反強磁性転移は、Co近傍

及びFe近傍の電子状態の変化と、それに伴うFe元素

が持つスピンモーメントの配列による電子状態の乱れ

が原因と思われる。Ru置換によって誘起された磁性

の乱れは、Fe近傍の電子状態に強い影響を及ぼした

結果、金属化合物の電気伝導特性を半導体にしたと

考えられる。本研究成果は、金属化合物の磁気特性

を担う局在モーメントと、電気伝導特性を担う遍歴電

子の間に生じる相互作用の存在を示唆している。 

 次に、Fe元素に変えて非磁性元素Tiを選び金属化

、伝導電子数の定量法の提案に

aki, A. Douzono, T. Ohnishi, T. C. 

合物Co2-xRuxTiSi を用いることで、Co元素の電子状

態が磁気特性及び電気伝導特性への影響を評価し

た。この金属化合物はRu組成の変化により強磁性か

ら常磁性に磁気特性が変化した。この変化に付随し

て、本金属化合物においても金属-半導体転移が観

察された。この現象は、Co及びRu元素の磁気的な電

子状態の変化が、電気伝導性に強く影響しているこ

とを示唆している。この２つの化合物を研究することで、

Co元素の電子状態がRu元素に強く影響され、磁気

的な特性と電気伝導性の間に強い相関の存在を明

らかにした。 

  本研究期間では

図 2 放射光によって評価した各金属化合物

中の局在電子モーメントと遍歴電子モーメン

トの関係 

は至らなかった。しかし、本研究活動の一環として得

られた成果より、1：金属化合物内の遍歴電子と局在

電子のスピンモーメントの相関に注目した物質開発

の可能性、及び、2：金属導電性を持つ金属化合物

への構成元素の微小置換による金属-半導体転移誘

起を利用した金属-半導体接合素子の実現の可能性

を見出した。 

〔発表論文〕 

１． S. Mizus

Ozawa, Y. Noro, Y. Nagata, 

Metal–insulator–metal transition in Ti substituted 

antiferromagentic Ru2MnGe Heusler alloy, 

Journal of Alloys and Compounds 553 (2013) 

389–394. 



【２３】 磁界測定法を用いたナノ粒子の安全性評価 

 

 北里大学医学部衛生学 講師  工藤 雄一朗 

 

〔研究の概要〕 

 近年、ナノテクノロジーの進歩によりナノ粒子と呼ばれる微小粒子の開発が進んでいる。これら

のナノ粒子は、まだ安全性の評価が確立されていないものが多い。未知の物資なので第 2 のアスベス

トになるのではという危惧する声もある。そこで、今回は、今後使用量が増加するナノ粒子の代表物

質であるフラーレン（C60）について肺磁界測定法を行い安全性を評価した。ラットの気管内にフラ

ーレン（C60）を投与し、1 年間観察した。その結果、観察期間内で異常はみられなかった。以上の

ことから投与 1 年後までフラーレン（C60）の肺障害性はなく安全が高いことが示唆された。今後は

他のナノ粒子について磁界測定法を中心にした安全性評価を進めていきたいと考えている。 

 

〔研究経過および成果〕 

目的：近年、ナノテクノロジーの進歩によりナノ

粒子と呼ばれる微小粒子の開発が進んでいる。代

表的な物質であるフラーレンやカーボンナノチュ

ーブは半導体や化粧品などに使用されている。こ

れらの物質の健康影響は、呼吸器系さらに心臓血

管系および中枢神経系などへ移行しこれらの臓器

への影響が報告されているが、未解明の部分も多

い。 

そこで、今回は、今後使用量が増加するナノ粒子

の代表物質であるフラーレン（C60）について肺

磁界測定法を行い安全性を評価した。 

方法：６～10週齢の雄Wistarラット(各群7匹)に

対し、シリコンチューブをラットの気管内に挿入

し、あらかじめ分散されたフラーレン（C60）を

100μg/mlおよび200μg/mlを1日1回投与した。ま

たコントロール群には生理食塩水を0.3ml投与

した。曝露実験終了１日後にラットにジエチル

エーテルで吸入麻酔し、フラーレン（C60）曝露

群とコントロール群両方に、気管内にカテーテ

ルを挿入し、四三酸化鉄3ｍｇを生理食塩水0.2

ｍlに懸濁し注入した。今回の実験で使用した四

三酸化鉄の幾何平均径は0.26 mであった。そ

の後、ネンブタール（ラットの体重100gあたり

0.15ml）を用いて腹腔内麻酔した。麻酔後、ラ

ットの胸部を50ｍTで1秒間胸部を磁化し、磁化

後の残留磁界をフラックスゲート磁束計を用い

て20分間測定した。試料台は12秒間に1回プロー

ブ上を通るようになっている。測定は、曝露実

験終了１日後、3日後、14日後、28日後、以後1

ヶ月ごとに1年後まで行われた。磁化後20分間の

残留磁界を測定すると緩和の程度を示す曲線が

表される。また外部磁化終了後2分までの残留磁

界を対数変換するとほぼ直線になるので、この

直線とY軸の交点をB0とした。従って、外部磁化

中止t 秒後の残留磁界をB、磁化直後の残留磁

界をB0、緩和係数をλとするとB=B0 e -λtとな

り、この式から緩和係数 (λ)を求めた。さら



に各測定日の残留磁界最大値（t=0分値）の0日

目を100％として求めたクリアランス曲線を作

成した。残留磁界値はパソコン上に出力した。 

結果：磁化直後の残留磁界を 100％として磁化後

20 分間の残留磁界をプロットし緩和曲線を作成

したところ、緩和は曝露終了 1 日後から 1 年後の

何れもフラーレン（C60）曝露群とコントロール

群ともに迅速に認められた。20 分値は、両群間に

有意差はみられなかった。磁化後 2 分間の緩和係

数は、どの測定日においても、フラーレン（C60）

曝露群とコントロール群間で有意差は認められな

かった。 各測定日の磁化直後の残留磁界値を曝露

終了 1 日後を 100％としてプロットし、クリアラ

ンス曲線を作成したところ、フラーレン（C60）

曝露群と Control 群ともに迅速に減衰した。また、

どの測定日においてもフラーレン（C60）曝露群

と Control 群間に有意差は認められなかった。 

考察：肺磁界測定法の原理は、磁性粒子が滞留し

た肺に外部から磁化をかけると、外部磁化を中止

後、肺から微弱な磁界（残留磁界）を計測するこ

とができる。残留磁界は時間とともに急速に減衰

する。この減衰を緩和と呼ぶ。これは、肺胞マク

ロファージに貪食された四三酸化鉄が、外部磁化

により磁化され一方向に配列し、外部磁化を止め

ると細胞骨格により食胞がランダムに回転して、

残留磁界は急速に減衰すると考えられる。しかし、

肺障害性のある有害物質が投与されると、その物

質が物理的、化学的に細胞骨格に影響を与える。

そのため、食胞の回転が悪くなり、磁性方向が失

われにくくなることで、緩和が遅延すると考えら

れる。緩和は、生体のみでみられ、剖検肺や死亡

した動物肺ではみられない。よって、肺磁界測定

法は、非侵襲的に同一個体の肺障害性評価が可能

である。また、外部磁化直後の残留磁界を経過を

追って測定すれば、肺内滞留酸化鉄量の推移（ク

リアランス）を推定することもできる。肺を障害

する物質を同時に投与すると酸化鉄のクリアラン

スも遅延するので、投与物質が肺障害性を示すか

どうかの評価に用いられる。緩和係数は細胞障害

性の程度を表し、この値が大きい程細胞障害性が

低く、小さい程細胞障害性が高いと言える。本実

験で得られた緩和曲線では、フラーレン（C60）

曝露群と Control 群間に有意差は認められず、両

群とも緩和は迅速であった。フラーレン（C60）

は、細胞骨格による食胞の回転が速やかに行われ

たため、緩和は迅速であったと考えられる。緩和

係数は残留磁界が急速に減少する 2 分間で測定し、

この値が大きい程緩和が迅速である。緩和係数も、

フラーレン（C60）曝露群と Control 群間に有意

差は認められなかったことから、緩和曲線の結果

と同様、フラーレン（C60）曝露後も食胞の回転

は速やかに行われたと考えられる。 

クリアランス曲線では、フラーレン（C60）曝露

群における残留磁化鉄量の磁化直後の残留磁界値

は、Control 群と同様、時間の経過とともに減衰

し、両群間に有意差は認められなかった。このこ

とから、フラーレン（C60）曝露による肺障害性

はなかったと考えられる。以上のことから、本研

究ではフラーレン（C60）の安全性が高いことが

示唆された。今後は、他の種類のナノ粒子につい

て、磁界測定法を中心に安全性評価をさらに進め

ていきたいと考えている。 

〔発表論文〕 

特になし。 



【２４】 メカトロニクス系における非線形特性の自動推定と補償 

 

研究者 東京工科大学コンピュータサイエンス学部 教授  佘  錦華 

共同研究者 産業技術大学院大学創造技術専攻    教授  橋本 洋志 

 

〔研究の概要〕 

本研究は，著者らが先に提案した等価入力外乱手法を拡張し，メカトロニクス系に存在する非線形特性を自

動的に推定し補償する新しい非線形制御手法を確立することを目的としている。本手法は，従来の手法と違い，

制御対象の非線形特性を外乱と見立て，等価入力外乱という概念に基づき，等価入力外乱の自動推定と補償

を実現する非線形制御システムの新しいフレームワークを構築し，メカトロニクスシステムの新しい設計法を提案

し，各種非線形特性に対してシミュレーションによりその有効性を検証する。さらに，協調作業実験システムを設

計・製作し，実機検証を行う。 

 

〔研究経過および成果〕 
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メカトロニクス系には，ヒステリシス，不感帯や非線

形摩擦などの非線形特性が存在し，各種振動を引き

起こし，制御系の性能低下を招く。このような非線形

特性の影響を抑えるため，従来から，非線形特性の

モデリングを行い，その逆モデルを構築することによ

り非線形特性の補償を行ってきた。しかし，モデルの

パラメータが駆動条件に強く依存するため，精度よく

推定するのは難しい。また，非線形特性が変わると構

造の再設計を余儀なくされる。このように，各種非線

形特性の統一した取扱い方が確立されていなかった

ため，非線形特性の構造とそのパラメータの自動推

定を行うことは非常に難しいとされてきた。 

図 1 等価入力外乱手法に基づく非線形特性の自動

推定・補償システム構成 

 

図 1 において，制御対象は 
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である。ただし，式(1)において， は制御対

象の状態であり，
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制御入力である。また， は

定数マトリクスであり，
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  は入力非線形である。 

従来の問題点を根本から克服するために，本研究

は，等価入力外乱手法を非線形特性推定に拡張し，

図 1 に示す非線形特性の自動推定・補償を行う制御

システム構成を提案する。 制御対象に対して，以下のことを仮定する。 

仮定１：制御対象の線形部分（A, B, C）の極とゼロ

点はすべて複素平面の開左半平面にある。 

等価入力外乱とは，出力に対して，実際の外乱と

同じ効果をもたらす制御入力端の入力信号である。 
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図 2 不感帯とヒステリシス 

 

仮定２：制御対象の線形部分（A, B, C）は可制御

可観測である。 図 3 バックラッシュの自動推定・補償効果 

 

仮定３：入力非線形特性は不可測である。 

本研究では，入力非線形特性を 

))(()())(( tudtutu   (2) 

と線形部分の と非線形部分の に分解する。

まず，制御対象のオブザーバーを以下のように構築

する。 
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それを用いて， を推定すると， ))(( tud  

  )()()(ˆ)()(ˆ tututxCtyLBtd f    (4) クラッシュに対応する等価入力外乱が精度よく推定さ

れ，その推定値を用いることにより，その影響を 2％ま

で抑えることができた。 
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本手法を実験により検証するために，協調制御実

験システムを構築した（図 4）。現在システムのハード

ウェアとソフトウェアの環境構築は完成し，これから実

験検証を行う予定である。 

を用いて非線形特性の低周波数成分 )(
~

td

T

を抽出し

て補償する。この補償法の安定性について，リアプロ

フ関数を構築し証明した。また，この手法の有効性に

ついて，不感帯とヒステリシスという二つ代表的な非

線形特性を用いて検証した（図 2）。一例として，制御
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を印加したとき，バックラッシュ

と に対して，その自動推定・補償効

果を図 3 に示す。バックラッシュがない場合の制御出

力を基準に，それからのずれを Error としている。図 3

から明らかに，本制御手法を適用することにより，バッ 

ls
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【２５】 超高速磁気センサのための表面プラズモン共鳴の巨大磁気応答性と光誘起起電力 

 

研究者 日本大学理工学部 助教  芦澤 好人 

日本大学理工学部 教授  中川 活二 

 

〔研究の概要〕 

 磁気ストレージ分野では，磁気ディスク（HDD）の高記録密度化に加え，記録及び再生速度の高速化が求めら

れている．現状の磁気信号記録・再生技術では，強磁性体の磁化が角運動量を有するため，強磁性共鳴周波

数（～GHz）以上の高速化が原理的に困難を窮する．未だ高速化に関する新たな原理や手法が見出されておら

ず，新規に開発する必要があるため，表面プラズモンを用いる磁気センシング技術の開発を目指して研究を行

っている． 

 

〔研究経過および成果〕 

 ストレージ分野では，高記録密度・高速記録の実現

に向けた次世代磁気記録方式の研究が活発化して

いる．高速記録の必要技術としては，光誘起磁化反

転現象を活用する研究が活性化してきている．しかし

ながら，再生技術すなわち磁気センシング技術にお

いては，スピンが角運動量を有するために強磁性体

に存在する強磁性共鳴周波数が磁化の追従可能な

最高周波数となるため，高速化の上限が決定してし

まう．この強磁性共鳴限界に対する打開策がまったく

見出されていないため，再生技術が高速化のボトル

ネックとなる．社会のニーズに合わせて磁気ディスク

の再生周波数は高速化しており，強磁性共鳴周波数

に近付いているため，早期に新たな高速再生の手法

を確立することが極めて重要である． 

磁気ディスク (HDD) の高速再生技術は，現行の

トンネル型磁気抵抗効果(TMR)や試料垂直方向の巨

大磁気抵抗効果(CPP-GMR)等の磁気抵抗型再生方

式を用いた場合，センサ部の強磁性共鳴周波数の

数 GHz が高速化の限界となる．その為，より高速化

可能な物理現象に基づく新たな再生手法の開拓及

びその確立が求められる．新規原理に基づいたナノ

空間における磁気センシング技術の基礎を早期確立

するため，本研究では，近接場光を用いた局所磁化

情報の超高速センシングを可能とするための外部磁

界による表面プラズモン共鳴の制御手法の確立を目

的とした． 

１）磁気表面プラズモン信号の大出力材料 ～Voigt

配置における巨大表面プラズモン効果の導出  

薄膜試料を表面プラズモン励起層と表面プラズモ

ン磁気制御層とに機能を分離した多層構造とするこ

とにより，表面プラズモンを用いた磁気情報の検出手

法を見出し，さらに表面プラズモン共鳴の磁気応答

性が，Voigt 配置の不活性モードの場合に大きな効

果が期待されることを示してきた．その為，表面プラズ

モン制御に用いる強磁性体における誘電率テンソル

の対角成分xx とzz の差が大きい材料の探査が必要

である．そこで，信号大出力材料探査として，磁化平

行方向および垂直方向の誘電率成分の差を大きくす

ることを念頭に材料探査を行った． 



図１ X 線回折プロファイル 

従来報告されている金属強磁性体材料を用いる場

合，誘電体基板から入射した光は非磁性貴金属プラ

ズモン励起層，磁性金属プラズモン制御層を通過し，

再度非磁性貴金属層と空気層との界面において表

面プラズモンを励起する．しかし，磁性体を誘電材料

とすることにより，高い誘電率が期待されると同時に，

表面非磁性金属をプラズモン励起に適する厚さに制

御可能になることに着眼し，誘電性強磁性材料として，

CoFe2O4薄膜，及びZnFe2O4, NiFe2O4薄膜の作製に

取り組んだ．さらに，結晶配向面に依存する誘電率を

活用も可能とするため，単結晶基板上において，上

記薄膜をエピタキシャル成長させて，その構造評価

を行った． 

図 1 には，SrTiO3 (110)面及び MgO(110)面単結晶

基板上に作製した CoFe2O4 薄膜の X 線回折プロファ

イルを示している．いずれの基板上に作製した

CoFe2O4 薄膜も(110)面配向していることが判り，エピ

タキシャル成長していることを別途確認した．図１には

NiFe2O4 及び ZnFe2O4 薄膜のプロファイルも併せて示

している．同様に(110)面エピタキシャル成長している

ことが確認される．結晶性の観点では CoFe2O4 薄膜

よりも ZnFe2O4 や NiFe2O4 薄膜の方が良好であった． 

図 2 には，作製した CoFe2O4 薄膜の可視光領域に

おける誘電率の実部ε1 及び虚部ε2 を示している．

実部ε1 は緩やかな変化で 2～3 程度を示す．一方，

虚部のε2 は波長 500 nm 以上で減少する．このこと

から，長波長領域においては，プラズモンによる減衰

が抑制できることが期待される． 

２）表面プラズモン励起信号の電気的検出手法の開

発 ～光誘起起電力の検出 

電気信号を用いる表面プラズモン励起状態の検出

は，現在用いている反射光強度を用いる手法よりも

省スペースかつ制御の容易なセンサの実現を促進す

る．その為には，まだ詳細の明らかにされていない表

面プラズモン励起時に発生及び増幅される光誘起起

電力効果について，定量的な評価が求められる．そ

こで，マイクロメートルオーダで位置制御可能なポジ

ショナ及びプローバを用いた表面プラズモン励起時

の薄膜中の起電力の直接測定を試みている． 

金属表面における表面プラズモンによる光誘起起

電力の観測には，観測用試料の形状及び光スポット

形状を考慮する必要がある．薄膜試料を種々の方向

の異なるスリット形状に加工し，各方向における電位

分布を計測する必要があると考えられる．また，光ス

ポット径は光誘起起電力現象の発生源の大きさに相

当する．発生する起電力の機構によっては，本現象

の観測容易さがスポット径に依存する可能性がある

為，今後継続して測定を続ける必要がある． 

 

図 2 CoFe2O4薄膜の誘電率特性 



【２６】 ヒト歩行解析に基づく軟弱路面での２足ヒューマノイドロボットの 

歩行安定化に関する研究 

 

代表研究者 早稲田大学大学院創造理工学研究科 研究院講師  橋本 健二 

共同研究者 早稲田大学創造理工学部             教授  高西 淳夫 

〔研究の概要〕 

 本研究ではヒト歩行解析に基づき歩行安定化制御を開発し，２足ヒューマノイドロボットの軟弱路面での歩行実

現を目的とする．まず本研究で実施した歩行解析結果より，剛体路面歩行時と軟弱路面歩行時において重心の

左右揺動に有意差がないという知見が得られた．そこで，重心位置を安定化する制御法を開発し，２足ヒューマ

ノイドロボットを用いて歩行実験を行った．その結果，ウレタンスポンジ（密度 22±2[kg/m3]）の軟弱路面上にお

いて足踏み動作と前進歩行を実現し，本提案手法の有効性を確認した． 

 

〔研究経過および成果〕 

 本研究ではまず，三次元動作分析装置VICONを用

いて，ヒトの軟弱路面における自由歩行を計測した．

被験者は成人男性 6 名とし，被験者の平均身長は

1670±42[mm]，平均体重 61.0±3.5[kg]である．なお，

本研究は早稲田大学「人を対象とする研究に関する

倫理委員会」の承認を受けている．被験者が歩行す

る軟弱路面としては，中程度に柔らかいウレタンスポ

ンジ（密度：150±30[kg/m3]）と極めて柔らかいウレタ

ンスポンジ（密度：22±2[kg/m3]）の 2 種類を用意した．

ウレタンスポンジの大きさは長さ 4000[mm]×幅

1000[mm]×高さ 100[mm]である．また比較対照のた

めに，剛体路面においても歩行運動を計測した． 

 計測の結果，「剛体路面と軟弱路面において，重心

の左右動揺に有意な差がない」という知見を得た．こ

のことから，ヒトは軟弱路面歩行時に重心位置を左右

方向に安定化しているものと考えられる．重心の左右

動揺を安定化するためには，「着地位置を変更する」

か，「足関節や股関節で補償トルクを発生する」など

の方法が考えられるが，歩隔に有意差がなかったた

め，足関節や股関節で補償トルクを発生し，床反力

を調整しているものと考えられる．そこで，この知見に

基づき，重心位置を安定化する制御法を開発した．

これは次の 2 つのポイントからなる． 

・片脚支持期には足関節でトルクを発生し，重心位置

を安定化する． 

・両脚支持期には各足の床反力を目標床反力に収

束させるように脚長を修正し，重心位置を安定化す

る． 

 提案手法を評価するために，本制御法を２足ヒュー

マノイドロボットWABIAN-2Rに実装し，評価実験を行

った．軟弱路面としては人体計測でも使用した密度

22±2[kg/m3]の極めて柔らかいウレタンスポンジを使

用する．ロボットの歩行パターンに関しては，剛体路

面を歩行するものとして事前に作成し，足上げ高さは

50[mm]とした．評価実験に先立ち，これまで剛体路

面歩行時に用いていた歩行安定化制御で軟弱路面

での歩行を試みたところ，転倒することを確認してい

る． 

 まず，剛体路面と軟弱路面での重心の動揺を比較



するために，それぞれの路面において足踏み動作実

験を行った．実験の結果，図 1 に示すように軟弱路面

での足踏み動作に成功した．この際の歩行周期は

0.9[s/step]である．図 2 に左右方向の重心動揺の全

振幅を示すが，剛体路面歩行時と軟弱路面歩行時

で有意差がないことから，軟弱路面歩行時にも重心

位置が安定化されていることが確認できる． 

 次に前進歩行実験を行った．このときの歩行周期

は 0.9[s/step]で，歩幅は 200[mm/step]である．図 3

に示すように前進歩行を実現し，左右方向の重心動

揺に関しても剛体路面歩行時と比較して有意差がな

いことを確認している．以上の実験結果より，本提案

手法の有効性が確認された． 
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図 1 軟弱路面での足踏み動作実験 
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図 2 左右方向の重心動揺の全振幅 

 

図 3 軟弱路面での前進歩行実験 



【２７】 細胞代謝活性イメージングゲルシートの開発に関する研究 

 

研究者 東北大学大学院工学研究科 助教  長峯 邦明 

 

〔研究の概要〕 

 本研究では、細胞、組織表面に貼るだけで簡便にその代謝活性を可視化出来る、独創的なセンサゲルシート

を開発した。センサ素子には、細胞の代謝産物濃度に応じて色が変化する微粒子を作製し、それをゲル表面に

パターニングすることでセンサシートとした。本研究では筋肉細胞の酸素消費活性をイメージングする目的から

酸素センサゲルシートを作製し、細胞近傍の酸素濃度分布を可視化することに成功した。本成果は、例えば筋

肉細胞を対象とした２型糖尿病機構の研究、及び薬剤開発ツールとして更なる発展を遂げると期待できる。 

 

〔研究経過および成果〕 

1.背景 

運動中の筋肉細胞による血糖制御、に関連して細

胞の代謝活性を調べることは、2 型糖尿病の機構解

明、及び治療薬開発に必須である。代謝産物の検出

は評価の簡便性から、代謝産物が分泌、あるいは消

費された培養培地を採取し、マルチウエルプレート等

での蛍光染色や呈色反応による可視化、定量する手

法が広く普及している。しかし、（１）代謝産物の分泌

／消費量は極微量なため高感度計測法を要すること、

（２）色の制限のため１サンプルあたりの測定項目数

が制限され、スループットが低いことが欠点であり、解

決が望まれている。 

本研究では、細胞、組織表面に貼るだけで簡便に

その代謝活性を可視化出来る、独創的なセンサゲル

シートを開発した。センサ素子には、細胞の代謝産物

濃度に応じ色が変化する微粒子を用い、それをゲル

シート表面にパターニングした。細胞表面に直接貼り、

分泌された代謝産物を培地中に拡散する前にその

場で検出することで高感度計測を目指した。また、複

数センサ微粒子をゲル表面に適切にパターンするこ

とで、たった１色のシグナルでもその位置情報から複

数項目の代謝産物を同時検出できるセンサを目指し

た。本研究では原理実証のため、ゲルシートへの酸

素センサ微粒子パターン技術を確立し、得られたシ

ートで筋肉細胞の酸素消費活性を計測した。 

2.実験 

2.1.酸素センサ微粒子の作製 

テトラヒドロフラン（THF）溶液に直径 5 m のポリス

チレン微粒子を懸濁し、超音波処理により微粒子を

膨潤させた。そこへ酸素応答性りん光プローブの

platinum octaethylporphyrin (PtOEP)を添加し、膨潤

した微粒子内に取り込ませた。その後、THF を揮発さ

せることで微粒子を元のサイズまで収縮させ、PtOEP

包含微粒子を得た。 

2.2.センサゲルシート作製 

センサゲルシートは、天井に透明 ITO 電極、床に

平板 Pt 電極を配置したチャンバ内で作製した。床の

Pt 電極は絶縁被覆により中央 1mm 角のみ露出させ

た。チャンバへセンサ微粒子を導入後、天井と床の

電極間に交流電場（5 Vpp、100 Hz）を印加することで

交流電気浸透流と呼ばれる溶液の流れを引き起こし、



3.結果と考察 

3.1.センサゲルシートの酸素応答性の評価 

図 2(B)に、水中（溶存酸素濃度 150 μM）に浸漬し

た酸素センサシートのリン光イメージを示す．酸素プ

ローブ PtOEP のリン光は酸素存在下において消光

するため、ビーズ近傍の酸素濃度が低下するとリン光

強度が増加する。図 2(c)に脱酸素剤の亜硫酸ナトリウ

ム添加時のリン光強度の時間変化を示す．亜硫酸ナ

トリウム滴下(図 2(C-a))直後からリン光強度は増加し、

6.3±1.2 秒(n=3)で応答が定常に達した．また、図

2(D)よりリン光強度は溶存酸素濃度依存的に変化し、

酸素センサとして機能することが示された． 

図 1 センサ微粒子パターニング方法． 

ビーズを Pt 電極露出部へパターニングした（図 1(A)）。

Pt 電極に正の直流電位を印加することで負に帯電し

たポリスチレン微粒子を Pt 電極表面に固定化した

（図 1(B)）。固定化された微粒子は溶液の流れでは剥

離しないため、微粒子の導入、パターニング、固定を

繰り返せば原理上センサのマルチパターンを形成で

きる。最後にポリアクリルアミドのプレポリマー溶液を

チャンバへ流し込み、UV 硬化させることで酸素セン

サゲルシートを得た（図 1(C、 D)、図 2(A)）。 

3.2.筋肉細胞の酸素消費活性イメージング 

2.3.筋肉細胞の酸素消費活性イメージング 

筋肉細胞は、細胞接着領域を制限したシャーレを

用いて培養し、幅 250 m のライン状にパターニング

した。酸素センサゲルシートを細胞パターン上に貼り、

リン光を観察した。 

図 3  筋肉細胞ラインパターンに貼り付けた酸素セン

サゲルシートの光学(A)、及びりん光イメージ(B)． 

図 3 に、筋肉細胞ラインパターン上に貼った酸素

センサシートの位相差像(A)、リン光イメージ(B)を示

す．細胞が周囲においてリン光強度の増加が観察さ

れた。また、10% エタノール添加により細胞を死滅さ

せたところリン光強度が減少したことから、りん光応答

は細胞の酸素消費に由来することが示された． 

以上、センサゲルシートの作製法確立と細胞計測

を実現した。今後は計測対象を追加し（pH、サイトカ

インなど）、筋肉細胞の運動と糖代謝の関連性を詳

細に研究できるツールとして発展させる予定である。 

図 2  (A)センサゲルシートの写真．(B)酸素センサ微粒

子のりん光イメージ．(C)センサ応答の経時変化．(D)

センサ応答の酸素濃度依存性． 

〔発表論文〕 

１． K.Nagamine, S.Ito, M.Takeda, S.Otani, 

M.Nishizawa, Electrochemistry, 80(5) 318-320. 



【２８】 認知症予防のための適度な有酸素運動を誘発する足底部硬さ提示デバイスの開発 

 

研究者 山形大学大学院理工学研究科 准教授  菊池 武士 

 

〔研究の概要〕 

 視覚，聴覚に続く第三の情報提示手段として，近年，力触覚提示に関する研究開発が盛んにおこなわれてい

る．しかし，国内外の関連研究はそのほとんどが手指を対象としたものであり，足底部へ力触覚刺激を与えるデ

バイスに関しては研究が少ない．しかし通常我々は，分厚い靴底を介してでも点字ブロック等の路面形状を認識

することが可能であり，また正常な歩行には足底部からの力刺激が不可欠である．本研究では，耐環境性の優

れた機能性材料の一種である磁性エラストマー（Magnetic field sensitive elastomer）を用い，認知症予防のため

の適度な有酸素運動を誘発する足底部硬さ提示デバイスの開発することを目的とする． 

 

〔研究経過および成果〕 

 

図 2  足部感覚入力による環境認知モデル 

1. 足部感覚入力による環境認知モデルの検討 

足底部の力触覚が外環境を理解するのに必要な

接触部位と応力を個別の接触点および複数の接触

点の相互作用やその時間変化に関して調査し，認知

に必要な情報のモデル化を行う． 

 まず，足底面

における圧力感

覚が，床面の環

境情報の中でど

のような情報に

強く関連してい

るのかを調査す

るため，被験者

（健常男子 10 名，

22-24 才）にＨＭＤを装着させて視聴覚を遮り，足部

の感覚入力（足底面の圧力覚，振動覚，足関節の角

度変化）の単独もしくは複数を使用して床面サンプル

の形状，もしくは素材を知覚できるか試験した． 

実験結果より，床面形状の認知に対して圧覚情報

が大きく寄与しており，その他の感覚入力はほとんど

影響していないことが明らかとなった．また，床素材の

硬さに対する認知機能に対しても圧覚が一部寄与し

ていることも考えられる結果となった．すでに他の研

究者が確認している事項等を考慮し，図 2 のような足

部による環境認知モデルを考案した． 
 

図 1 実験風景 

2. 足底部硬さ提示デバイスの開発 

磁性エラストマー（ＭＳＥ）を可変摩擦要素として用

いることにより，新規な触覚提示ユニット（図 3）を開発

し，その力学特性を調査した（図 4）．今後，図 3 のユ

ニットを多数使用し，足部に様々な触覚を提示可能

なＦｏｏｄデバイスを開発する． 
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 図 3. ＭＳＥを用いた触覚提示ユニット
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図 4. 触覚提示ユニットの力学特性 

５． Takehito Kikuchi,Yasunobu Masuda, Masao 

Sugiyama, Tetsu Mitsumata, Suguru Ohori, 

Measurement of Plantar Pressure and 

Development of Prototype for Haptic Device on 

Sole of Foot with Magnetic Field Sensitive 

Elastomer, Proceedings of the IEEE/RAS-EMBS 

International Conference on Biomedical Robotics 

and Biomechatronics, pp.1188-1193, (2012). 

６． 増田恭伸, 菊池武士, 小林渉, 天野健人, 三俣

哲, 大堀優, 磁性エラストマーを用いた力触覚

デバイスの開発及び評価, 第 18 回ロボティクス

シンポジア, in press (2013) 

７． 天野健人, 増田恭伸, 菊池武士, 三俣哲, 大堀

優, 磁性エラストマーを用いた足踏みハプティッ

クデバイスのための磁場印加法の実験的検討, 

計測自動学会東北支部 第 275 回研究集会，

275-5 (2012) 

８． 増田恭伸, 菊池武士, 杉山正雄, 足底圧分布

提示デバイス開発のための足底圧の評価, 日本

機械学会 2012 年ロボティクス／メカトロニクス講

演会講演論文集, 1A2-A04 (2012). 

９． 増田恭伸，菊池武士，杉山正雄，三俣哲，大堀

優, 足底圧分布提示デバイス開発のための磁性

エラストマーの評価, 第 24 回「電磁力関連のダイ

ナミクス」シンポジウム, pp.597-600 (2012) 



【２９】 超音波 DDS 用センサ型マイクロカプセルの開発とその機械特性評価 

 

研究者 同志社大学理工学部 准教授  小山 大介 

 

〔研究の概要〕 

 本研究では，ドラッグデリバリシステム（DDS）への応用を目的とした，生体適合性を有するポリ乳酸製センサ型

マイクロカプセルを開発し，超音波による振動・破壊に関する機械的特性について検討した．ダブルエマルショ

ン法によりカプセル生成を行い，生成過程における各種パラメータ（試料の配合比，撹拌速度など）の影響につ

いて検討し，超音波照射によって破壊可能なカプセルの開発に成功した．レーザドップラ振動計によって，超音

波照射下におけるカプセルの微小振動を測定し，カプセル径・照射音圧・振動振幅値の関係性を明らかにした．

カプセル破壊の周波数特性を測定し，周波数と共振カプセル粒径の関係を明らかにし，膜の機械的弾性を定

量的に評価した．薬液を想定した蛍光色素をカプセル内に封入し，駆動条件によりその放出量を制御できた．  

 

〔研究経過および成果〕 

 マイクロカプセルを用いた超音波 DDS は，周囲に

弾性膜を有し，中空で内部に薬液と気泡を内包した

３層構造の粒径が µm オーダのカプセルを①血流内

に投与，②超音波を用いて患部付近で捕捉，③強力

超音波によりカプセルを破壊し患部付近のみに薬液

を放出するという 3 段階で構成され，効率的な局所的

薬物投与が期待できる．本研究では，生体適合性を

有し，低音圧で破壊可能なマイクロカプセルの開発

を行った．さらにカプセルの周囲膜弾性の定量的評

価，カプセル内包物の放出について検討した． 

 膜材質として生体適合性を有するポリ乳酸を用い，

下記のダブルエマルション法によりカプセルを生成し

た．まずポリ乳酸 0.5 g と塩化メチレン 20 ml を混合す

る．水 4 ml に薬液の代用である蛍光色素を 0.02 mg

加え，ホモジナイザを用いて乳化する．ポリビニルア

ルコール水溶液（0.2 wt.%）100 ml を加え，ホモジナイ

ザで攪拌する．これに水 200 ml を加え，マグネチック

スターラを用いて 5 時間低回転で攪拌し水/油/水エ

マルションを生成する．最後にフリーズドライによりカ

プセルを中空にする．図１は作製したカプセルの電

子顕微鏡画像である（平均粒径 15.3 µm）．生成過程

の各種パラメータ（配合比，撹拌速度，撹拌時間な

ど）によって，カプセル径，膜厚等が制御できた．  

 作製したカプセルに超音波を照射し，その振動およ

び破壊特性を検討した．水中に超音波定在波を発

生し，カプセルを捕捉した．捕捉したカプセルの振動

をレーザドップラ振動計によって観測した結果，超音

波周期に同期したカプセル膨張収縮運動が観測さ

れ，930 kHz，100 kPa，カプセルの粒径が 30 µm の

時，振動振幅値は 30 nm であった． 

 周波数 700 kHz，1 MHz，2 MHz，音圧振幅値 400 

kPa の超音波を 90 秒間連続照射し，破壊特性につ 

 
図 1(a)カプセルの電子顕微鏡画像と(b)その断面像 
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いて検討した．図２は超音波照射前後のカプセルの

様子であり，超音波によってカプセルが崩壊し，内包

物が放出されていることがわかる．図３はカプセルの

破壊率分布であり，その粒径分布はピークを持ち周

波数依存性がある．カプセルの崩壊は，膨張収縮に

よって生じる周囲膜の断裂を意味し，破壊率のピーク

粒径は超音波周波数に対するカプセルの共振粒径

と考えられる． 2 MHz，1 MHz，700 kHz での共振粒

径はそれぞれ 15，20，25 µm であり，破壊率は 5.4，

20，38%であった．粒径と共振周波数について，周囲

に膜を持たない気泡の理論値と比較した場合，カプ

セルの膜の弾性によって，気泡に比べて共振周波数

は２〜６倍程度増加した．これらの関係より，超音波

による人体への負荷が小さいより低い音圧でカプセ

ルを破壊することができる． 

図 4 蛍光色素放出量の経時変化 

連続波照射の場合，時間の経過に伴い内部色素を

放出し，濃度は徐々に低下したが，バースト波照射の

場合は音波照射に同期して濃度が減少している．こ

れより，カプセル崩壊後に，超音波照射条件を制御

することにより，内包物の放出量を時間的に制御でき

ることがわかる．  

〔発表論文〕 

１． H. Tabata, Y. Kato, K. Yoshida, D. Koyama, K. 

Nakamura, Y. Watanabe, Fabrication of polylactic 

acid microcapsules and release of the internal 

hydrophilic substance under ultrasound irradiation, 

Book of Abstracts of International Symposium on 

Ultrasound in the Control of Industrial Processes, 

p.30, (2012.4) 

 図４は 1 MHz，400 kPa の場合に，連続超音波およ

び，オン・オフを繰り返すバースト波（繰り返し周波数

0.2 Hz）を照射した際の色素濃度の時間変化である． 

(a) (b)

 ２． 田畑拓，末松周，吉田憲司，小山大介，中村健

太郎，渡辺好章，超音波照射によるマイクロカプ

セルの破壊及び内包物放出過程の観測、電子

情 報 通 信 学 会 技 術 研 究 報 告 . US, 超 音 波 

111(158), pp.91-95 (2012.11) 

図 2 (a)超音波照射前と(b)照射後のカプセル 
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３． H. Tabata, Y. Kato, K. Yoshida, D. Koyama, K. 

Nakamura, Y. Watanabe, Destruction of polylactic 

acid microcapsules under ultrasound irradiation, 

submitted. 

図 3 カプセルの破壊率分布 



【３０】 脂肪由来間葉系幹細胞移植による慢性脱神経治療法の開発 

 

研究者 大阪大学大学院医学系研究科 器官制御外科学講座 形成外科 助教  冨田 興一 

 

〔研究の概要〕 

 末梢神経系はある程度の再生能を有するが、実際の末梢神経損傷において完全な機能回復が得られることは

殆どない。特に上位神経損傷例や、損傷から再建手術までの期間が長い例においては、再生支持細胞である

シュワン細胞（SC）活性の経時的低下によりその機能回復の程度は特に低い。そのような例においては、活性度

の高い自家 SC 移植が有効である可能性が考えられる。しかし、自家 SC はドナー神経の犠牲や長期にわたる培

養期間などの問題より臨床応用の障壁が高く、新たな SC 細胞源が望まれる。我々はこの候補として体制幹細胞

で多分可能を持つことで知られる脂肪組織由来間葉系幹細胞（ASC）に注目した。本研究においては ASC より

SC 様細胞（dASC）への分化を試み、その特性を末梢神経由来 SC と比較検討することで dASC を用いた新たな

末梢神経損傷治療法開発を試みた。 

 

〔研究経過および成果〕 

 再建手術を受けた３名の患者から書面での同意

のもとに得られた脂肪組織よりヒト ASC（hASC）

を抽出し、ヒトシュワン細胞様細胞（dhASC）への

分化誘導を行った。その特性を２名のドナーより

採取したヒト末梢神経由来シュワン細胞（hSC）と

比較・検討した。 

（図１） 

何れのドナー由来の hASC においても、骨髄由来

間葉系幹細胞と似た表面抗原（CD29・CD44・CD90

陽性、CD45 陰性）を認め、骨芽細胞及び脂肪細胞

などへの多分化能を有していた。BME、レチノイン

酸存在下において数日間培養を行った後、グリア

細胞増殖因子、b-FGF、PDGF、フォルスコリンを含

む培地にて分化誘導を行うことにより、線維芽細

胞様形態の未分化 hASC (uhASC)は細長い紡錘形の

hSC 細胞様細胞 dhASC へと変化した（図１）。 

hASC と dhASC は共に SC マーカーである p75 及び

GFAP を発現していたが、S100 は殆ど発現していな

かった（図２）。またこれらのマーカー発現は 

 

uhASCとdhASCとの間で有意な差を認めなかった。 

それぞれの細胞を４８時間培養した conditioned 

medium において、ELISA 法により主要な神経栄養

因子量を評価したところ、dhASC は uhASC に比べ

有意に NGF、BDNF、GDNF を多く分泌し、その程度



は hSC と同等またはそれ以上であった。またこれ

らの結果を裏付けるように、神経細胞 NG108－15

との共培養において、dhASC 群および hSC 群では

uhASC 群に比して有意に優れた神経細胞突起伸長

効果を示した。さらに in vivo における uhASC、 

dhASC の移植後動態を検討する目的で、それぞれ

の細胞にレンチウイルスベクターにより GFP 標識

を行った後、予め圧挫損傷を加えておいたヌード

ラット坐骨神経遠位側への異種細胞移植を行った。

細胞移植後 8 週目において、細胞移植部では多数

の GFP 陽性 dhASC の生着を認め、さらに PGP9.5

陽性再生軸索上において GFP 陽性 dhASC はミエリ

ン蛋白 MBP 及び P0 を発現していた。（図３、Aと B

）。一方で、uhASC 移植では僅かに GFP 陽性の生着

細胞とミエリン蛋白発現細胞を認めたものの、そ

れらの数は dhASC 移植に比して有意に少なかった

（図３、Aと C)。 

 

 

ラット骨髄由来間葉系幹細胞のグリア系細胞分

化に用いられるプロトコールにより、hASC は hSC

と同等またはそれ以上の神経栄養因子分泌能及び

神経細胞突起伸長効果を持つ dhASC へと分化する

ことが明らかとなった。In vitro においては

phenotypic マーカー解析の結果から、dhASC の SC

への完全な分化は起こっていないことが示唆され

る。しかしながら、細胞移植実験においてはミエ

リン蛋白、特に末梢神経に特異的である P0 を再生

軸索上に発現していることから in vivo の環境が

dhASCのSCへの完全分化を促しているものと考え

られる。一方で、uhASC 移植ではその in vivo で

の SC への分化効率および生存率が共に著しく低

いことから、実際の hASC を用いた臨床応用におい

ては dhASC へ分化誘導を行った後に、移植を行う

ことが必要と考えられる。 

〔発表論文〕 

１． Glial differentiation of human 

adipose-derived stem cells: implications 

for cell-based transplantation therapy.  

Koichi Tomita, Tomas Madura, Yasuo Sakai, 

Kenji Yano, Giorgio Terenghi, and Ko 

Hosokawa Neuroscience in press. 

２． Differentiated adipose-derived stem 

cells promote reinnervation of rat skin 

flaps. Koichi Tomita, Akimitsu 

Nishibayashi, Kenji Yano, and Ko Hosokawa 

submitted. 

（図３） 



【３１】 哺乳類受精卵の機械的刺激感知機構の解明と胚培養に関する影響 

 

研究者 岡山大学異分野融合先端研究コア 助教  松浦 宏治 

 

〔研究の概要〕 

 卵管蠕動モデルとなる空気圧アクチュエータを組み込んだマイクロ流路を用いた受精卵培養と細胞内カルシウ

ム濃度変化を計測した。＜１＞胚盤胞到達率および胚盤胞内細胞数が培地を移動させた群で有意に増加した。

＜２＞受精卵が回転する場合よりも速く移動させた際または圧縮した際に受精卵全体の蛍光強度の増加が観察

された。 

 

〔研究経過および成果〕 

 直径 100 μmの哺乳類受精卵はマイクロ流路であ

る卵管内で５日間かけて卵管蠕動の動きに伴って子

宮へ移動しながら発育する。マイクロ流路内で受精

卵を移動させながら培養することによって、生理的な

メカニカル培養環境の一部を体外培養で再現できる。

卵管蠕動に伴う受精卵に負荷されるメカニカルストレ

ス(MS)について、負荷されたMSとその細胞内応答の

同時計測を目的として、シリコーンエラストマー

poly(dimethylsiloxane) (PDMS) 製の厚さ 0.1 mmの薄

膜を含むマイクロ流路と空気圧アクチュエータを組み

込んだ卵管蠕動モデルとなる培養システムを開発し

た。空気圧を制御するアクチュエータをインキュベー

タの外側に設置し、マイクロチャンバーをインキュベ

ータ内に設置する。厚さ 0.1 mmのPDMS薄膜が空気

圧によって上下することによって、培地用流路内の流

体が移動する（図A）。アクチュエータの駆動速度によ

って負荷されるMSを変化させるために、受精卵を流

体移動によって並行移動、圧縮できる（図B）。 図Ａ

に示されるこのシステムを用いて、＜１＞マウス二細

胞期から胚盤胞への発育評価、および ＜２＞マウス

胚盤胞の細胞内カルシウム濃度([Ca2+]i)変化とその

時に負荷されたMSを同時計測した。 

 

＜１＞二細胞期から胚盤胞への発育を、当システム

を駆動して流路内の培地を動かした際(dynamic)とそ

うでない場合(static)と比較した。胚盤胞到達率にお

いては駆動した培養区において有意に上昇した

(dynamic, 74% (n = 126); static, 62% (n = 118); P < 

0.05)。胚盤胞内細胞数の平均についても有意に上

昇した(dynamic, 83 ± 3 (n = 54); static, 76 ± 3 (n 

= 51) (P < 0.05))。従って、マウス受精卵の最大移動

速度が 0.2 mm/sとなる条件では、胚盤胞到達率およ

び胚盤胞内細胞数が上昇することが確認された。負

荷されたシェアストレスはアポトーシスを起こす値(1.2 

dyne/cm2)よりも小さく、MSが適度に負荷されているこ

とと、流路内の培地移動速度が上昇し老廃物拡散が

流路内で促進されたためと考えている。従って、この

システムを用いることによって、数日間培養時のMS応

答および受精卵発育の評価が可能である。 

 

＜２＞当該システムを用いて、マウス胚盤胞における

MSと [Ca2+]i について同時評価した。[Ca2+]iを反映

する蛍光色素Fluo-4 AMを融解したマウス胚盤胞に



添加し、マイクロ流路内に導入した。流路内で「回転」

「並行移動」「圧縮」に伴うMSを負荷した状態の胚盤

胞について共焦点蛍光顕微鏡観察を行った。直径

0.1 mm程度の胚盤胞全体を通過するように 10 μm

の焦点位置間隔で計10-11フレームの蛍光画像を時

間分解能 0.2 秒で撮影した。 

 受精卵が「回転」した際には最大蛍光強度変化は

殆ど観察されなかった。40 μm/sで「並行移動」した

受精卵については（シェアストレスは 0.01 dyne/cm2と

概算）、非常に短い時間であったが最大 10%増加した。

今後、観察時の時間分解能を上昇させて、応答の時

間変化を計測する。「圧縮」時の歪は約 20%程度であ

り、応力―歪関係は 25%程度までは線形に近似でき

ることから、圧縮に伴う力は 0.5-2.0 μNと見積もられ

た。この際、共焦点撮影面内平均蛍光強度および蛍

光強度の総和は 10% 程度増加した。従って、[Ca2+]i

の変化は「並行移動」または「圧縮」が起こる際に観

察された。流体移動に伴うシェアストレス、または、圧

縮に伴う各細胞の伸展を高倍率で観察することにより、

受精卵のMS応答についてより詳細な知見が得られる

と考えられる。受精卵内の細胞を高倍率で観測する

ためには受精卵を固定する必要がある。この目的を

果たすために、我々は顕微授精で用いられる受精卵

固定用のガラスピペットをPDMS流路に組み込む方法

を発見した。最終的には初期胚のステージごとの応

答とイオンチャネル等のメカノセンサーとの関連につ

いて評価することを目指す。 

図（Ａ）本実験で用いたマイクロ流路構成の模式図。

赤色は PDMS 薄膜を、桃色は培地を、水色は蒸発防

止用のミネラルオイルを示す。矢印は PDMS 薄膜の

動きに伴う培地移動の方向を示す。 

（Ｂ）培地・受精卵移動の模式図。上から「回転」「並

行移動」「圧縮」を示す。黄丸印は接地していること

を指す。 

（Ｃ）圧縮前後に伴う受精卵の画像。色は蛍光強度の

違いによる変化を示す。 

（Ｄ）圧縮に伴う受精卵全体の蛍光強度変化。撮影開

始から 46 秒後と 66 秒後を比較した際に約 10%の

蛍光強度上昇が観察された。 
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【３２】 脳活動計測による手術支援ロボットの操作の直観性の評価に関する研究 

 

研究者 早稲田大学理工学術院 研究院准教授  小林  洋 

 早稲田大学理工学術院       教授  藤江 正克 

早稲田大学先進理工学研究科 修士生  三浦  智 

 

〔研究の概要〕 

本研究は，マスタ・スレーブ型手術支援ロボット操作者が感じる直感的な操作性の評価手法に関する研究で

ある．手術支援ロボット操作者の脳活動を計測し，操作者が感じる直感的な操作性を定量化する手法を提案す

る．従来手法と比べて，機械的な精度向上に傾倒したロボット設計ではなく，操作者の操作感覚を設計指針に

導入可能なため，より操作性の高いロボット開発が可能となる．提案手法の波及効果は医療福祉分野に留まら

ず，操作を要するすべての道具・ロボットに適用可能である．本研究では脳活動計測を用いて，ロボットの眼と手

の位置関係を導出する実験を行った．実験の結果，ある特定の眼と手の位置関係でロボットを操作した際に，操

作者の脳内血中ヘモグロビン濃度が有意にピークを示して上昇した． 

 

〔研究経過および成果〕 

 マスタ・スレーブ型手術支援ロボットは高い低侵襲

性を実現できることから，国内外で広く普及してきた．

ロボット手術では，体性感覚による操作感と視覚で確

認したスレーブの動きとを整合させて手術するため，

視覚と体性感覚の情報に整合性をもたせるべく，ロボ

ットの眼と手の位置関係が重要であると言われている．

しかし，従来の評価手法では，操作者の感じる直感

的な操作性を定量的に評価することができないため，

直感的な操作が可能なロボット開発は難しいという問

題点がある．操作者の感覚は脳活動で生成されると

いう知見を基に，本研究ではロボット操作者の脳活動

を計測し，直感的な操作性を定量化する手法を提案

する．実験の目的は，操作者の脳活動を定量化し，

ロボットの眼と手の位置関係を導出することである． 

実験では，ハンドコントローラを動かして仮想アー

ムでタッチングを実施する被験者の脳内血中ヘモグ

ロビン濃度を，光トポグラフィを用いて計測した．実験

の様子を Fig. 1 に示す．実験条件では，視点を中心

とした際の仮想アームの取り付け位置を変化させた．  

実験の結果，13 名中 10 名の被験者が，ある特定

の眼と手の位置関係において有意に脳内血中ヘモ

グロビン濃度が上昇し，ピークを示した．脳内血中ヘ

モグロビン濃度がピークを示す眼と手の位置関係は，

操作者にとって最も直感的に操作できる最適解であ

Hand -
controller

Virtual arm

Brain activity 

 

Fig. 1 Proposed method 



ると考察した．今後は，脳活動から導出される最適解

の再現性検証と，手術などの複雑なタスクに対応可

能な計測手法の提案が必要となる． 
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【３３】 直観的意思決定に関する認知神経メカニズムの解明 

 

研究者 京都大学大学院医学研究科 准教授  高橋 英彦 

 

〔研究の概要〕 

高度な意思決定には、情報を時間をかけて処理する熟慮的な意思決定に加えて、瞬時の直感的な意思決

定も重要である。膨大な情報量の中で、いくつも代替がある商品の中から直観的に購入するなど、我々は、

日常的にも直観を利用する。そこで本研究では多属性意思決定課題を用いて、素早い直観的な意思決定

の認知メカ二ズムを検討した。情報の探索のごく初期過程においては属性内探索が多く、素早い直感的

な意思決定（選択肢の絞り込み）には、属性をベースとした情報探索が中心で、後期の熟慮する段

階で選択肢内で探索していくことが示された。今後、脳活動やアイカメラなどの生理学的指標との関連

も検討していきたい。 

 

〔研究経過および成果〕 

方 法 

実験参加者：健常者 54 名、平均年齢 21.1 歳

（SD=1.0） 

刺激：10 の属性によって特徴付けられる仮想的な企

業を８社設定した。属性は「安定性」「会社の雰囲気・

社風」「社会貢献度」「自分がやりたいことができる可

能性」「規模」「通勤の便利さ」「年収」「休暇の取りや

すさ」「知名度」「福利厚生」であり、それぞれが「高い

／低い」といった２水準によって特徴付けられた。また、

優越した企業が無いようにした。 

課題：上述の素材を用い、多属性意思決定課題を

作成した（図１）。全選択肢を同時に提示し、制限時

間を設けず自由に情報探索させ、最も望ましい企業

の選択を求めた。実験画面はタッチパネル上に表示

され、各パネルを押すことによって、属性値を見ること

が出来る。新たな情報を取得すると、それまで開いて

いたパネルは閉じられ、情報の取得ごとに反応時間

などが記録される。 

本課題の指標として（A）情報探索時間（一つ目の

パネルを開けてから、選択肢の決定パネルを押すま

での時間）（B）情報探索回数（何度パネルを開けた

か）などの基本的な指標に加えて（C）情報探索の方

向性に焦点を当てて解析した。 

 

図１ 情報モニタリング法の模式図 

 

実験参加者が行った情報取得の一つずつを、探索

の方向に基づき、属性内探索と属性間探索に分類し

解析した。また、情報探索過程を探索時間に基づい

て前期段階、中期段階、後期段階の 3 段階に分け

た。 



情報探索の方向性のうち、属性間探索数を従属

変数とした分析を行ったところ、情報探索過程の

3 段階による主効果に有意差が認められた（F

（2,106）=19.78,p<.001）。情報探索過程の前期

段階と中期段階、前期段階と後期段階の間に

0.1％水準で有意差が認められた。属性内探索数を

従属変数とした分析を行ったところ、情報探索過

程の3段階による主効果に有意差が認められた（F

（2,106）=32.82,p<.001）。情報探索過程の前期

段階と中期段階、前期段階と後期段階の間に

0.1％水準で有意差が認められた。属性間探索数は、

情報探索過程の後期において最も多く、前期にお

いて最も少なかった。反対に属性内探索数は、情

報探索過程の前期において最も多く、後期におい

て最も少なかった。情報探索過程の初期段階では

選択肢数を絞り込むために属性をベースとした情

報探索を行い、選択肢を絞り込んだ後は選択肢を

ベースとした情報探索に切り換えたということが

示唆される。 

情報の探索のごく初期過程においては属性内探

索が多く、素早い直感的な意思決定（選択肢の絞

り込み）には、属性をベースとした情報探索（モ

ニターを横に探索）が中心で、後期の熟慮する段

階で選択肢内で探索していくことが示された。先

行研究で前頭葉眼窩面が損傷した患者では属性内

探索に障害があることが示されており、このよう

な素早い直感的な意思決定には前頭葉眼窩面が関

与していることが予想される。 

今後、多属性意思決定課題を遂行中の脳活動や眼

球運動の記録を進める。また、統合失調症患者など

の精神神経疾患患者を対象に、同課題を施行し、患

者の意思決定障害についても検討していく予定であ

る。さらに、意識に上らない意思決定やそれらへの情

動への影響を検討するより大きなプロジェクトの枠組

みで本課題を改変（選択肢に情動値を加える、選択

に制限時間を設ける）して検討していきたい。 
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【３４】 文科系大学院博士課程の教育プログラムの革新と 

新たな人材養成モデルの構築に関する総合的研究 

 

研究者 東京大学大学院教育学研究科 教授  橋本 鉱市 

  共同研究者 東京大学大学院教育学研究科 大学院生 齋藤崇德・加藤靖子・千田恭平 

〔研究の概要〕 

  本研究は、理工系に比してこれまで調査・分析が限られてきた人文・社会科学系の博士課程院生に焦

点を絞りながら、特に大学院重点化以降に大きく拡大を遂げてきたその制度・組織の変容を踏まえた上

で、最近の就職状況と研究者市場からの能力要件を分析し、若手研究者のトランジッションにおける課

題の一端を解明することを目的とした。具体的には、①JREC-IN（科学技術振興機構研究人材データベ

ース）に掲載された各研究機関の公募情報から、博士院生らの若手研究者にどのような要件や能力など

が期待されているか、またその勤務条件はどのようなものか、などの応募条件について定量的な分析を

行うとともに、②博士課程院生へのインタビュー調査を行ってその現状を描き出し、将来的なインプリ

ケーションを提示した。 

〔研究経過および成果〕 

わが国の大学院教育は 1990 年代の高等教育

改革の最重要項目のひとつとして挙げられ、大

学院重点化のもとで量的整備が急速に進められ

た。文科系大学院の博士課程については、ここ

20 年余りの間に在籍者数は 2 倍以上にふくれ

上がった。こうした急激な量的拡大に伴って、

喫緊の課題となっているのは就職状況の改善で

あるが、文科系のアカデミックポストの現状や

そこで求められる就職要件の変容については十

分な調査研究がなかった。そこで本研究では、

JREC-IN（科学技術振興機構研究人材データベー

ス）に掲載された各研究機関の公募情報と、文科

系若手研究者へのインタビューなどから、その就

職実態と能力要件について調査・分析を進めた。 

 まず JREC-IN の公募から、雇用形態、任期

制のタイプ、任期付き常勤職の雇用期間、要求学

位、学位の代替条件について、機関別、創立年別、

職階別、分野別でどのような特徴があるか分析を

行った。その結果、人文学・社会科学のような伝

統的な領域よりも新しい領域において任期付き常

勤職の割合が高くなっている、創立年の古い機関

の方が任期なし常勤職の割合が高くなっている、

私立大学や短期大学では 3 年が一般的な最長任期

である、公立大学を除き任期なし常勤職の方が任

期付き常勤職よりも博士学位を要求する傾向が強

い、創立年の古い機関では国公私立大学全てにお

いて博士学位を要求する割合が高い、修士以上の

学位を要求する求人では半数近くが代替条件とし

て研究に関するものを指定している、などのこと

が明らかになった。 

次に、公募の文書の中に書かれている条件をコ

ード化し、公募を出している機関の創立年、機関

の種類、学問分野、公募している職種、任期の有

無、学位条件とそのコードがどのように関連して

いるかについて分析を行った。その結果、全体的



に教育や研究に関する条件が多く提示されている、

創立年の古い機関や国立大学あるいは博士以上を

要求する公募においては今もなお若手研究者に研

究についての能力を求めている、創立年が新しい

機関では若手研究者に幅広い条件を提示している、

などの傾向が明らかになった。若手研究者の要件

として様々な内容が公募の中で言及されており、

それは公募を出している機関および公募の性格に

よって規定されている面があると言えよう。 

このように、本研究では文科系若手研究者の市

場参入の進路・就職のあり方そのものについて定

量的に分析した結果、以下のようなインプリケー

ションが得られた。現代日本の研究者市場は、新

しい「ポスト近代」的なトランジッションのあり

方一般と、研究者市場独自の研究を中心とした「業

績主義」的な従来の就職のあり方との混合的な形

態にあり、大学に雇用される研究者において古く

から存在してきた研究と教育という理念に加えて、

若年層特有の「ポスト近代」的な理念という三つ

の問題群を強く反映している状況にあると言える。 

次に、文科系若手研究者の職業へのトランジッシ

ョンについて、その現状を質的に明らかにするた

め文科系博士課程院生にたいしてインタビュー調

査を行い、以下のような点を明らかにした。 

まず、博士院生らの研究生活および将来への展

望の形成が、指導教員との関係性や非公式的・慣

習的に形成されているゼミナールの仕組みなどの

文化的要因によって形成されているという点であ

る。とくに、教員の個性および学生が持つ教員と

の個人的関係性の築き方が重要な要素となってい

た。将来の展望などについても大学院生にどのよ

うな情報を提供するか、またどのように水路付け

るかについても教員によって多様であった。この

ような文化的要因による多様性が文科系大学院生

の研究生活に生じる原因は、標準化され得ない専

門性の高い学問内容・活動が行われているためで

あると考えられる。また研究の「成功」、そして「就

職」の可否は個人の資質を含め非常に不確定なも

のとして考えられていることが垣間見られた。さ

らに、大学院生の生活は純粋な学問活動に近しい

ものとして理解されているために、言い換えれば

標準化された大学教育に関わる活動というよりは

学問に関する活動として位置づけられているがゆ

えに、大学としての統制が及んでいないことがそ

のような状況を生んでいる点も浮かび上がった。 

 すでに先行研究においては大学タイプや専攻分

野による研究生活の差異が指摘されてきたが、本

研究の定性的分析では、そのような制度面の違い

に加えて、文科系博士院生の個人的な関係によっ

て形作られる「風土」のような文化的側面が、研

究生活および学位取得への展望の多様性の原因と

なっていること、また将来展望の不確定性を増幅

させていることが明らかになった。 
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【３５】 新華僑の組織間関係に関する国際実証研究  

――温州人、福建人、広東人のトポロジーとパファーマンス 

 

代表研究者 一橋大学イノベーション研究センター 教授  西口 敏宏 

共同研究者 龍谷大学 准教授  辻田 素子 

 

〔研究の概要〕 

温州人とほぼ同時期に欧州に進出した、他地域出身の新華僑にも、異国の地で個人的に成功した企業家は

いるが、彼らは、成功に至るプロセスにおいても、成功したのちも、同郷人とのつながりは温州人ほど強固ではな

く、外部から有用な情報を得るたびに、同郷人の仲間に伝えるという慣習も希薄だった。つまり、他地域出身の

中国人社会にも、「ジャンプ型」戦略をとる企業家は一定数存在したが、「ジャンプ型」が、同郷の「現状利用型」

および「動き回り型」と緊密に連携し、前者が外部から入手した情報や利得を後 2 者に伝え、いわばそのおすそ

わけをする「近隣効果」はほとんど確認できなかった。温州人社会は、そのネットワークが全体としてスモールワ

ールド化しているがゆえに、「現状利用型」や「動き回り型」であっても繁栄できたと推察される。 

 

〔研究経過および成果〕 

筆者らは 2004 年以降、国内外で活動する中国浙

江省の温州人企業家に着目し、彼らの繁栄と、彼ら

を取り巻くネットワークの構造や機能、ソーシャル・キ

ャピタルとの関係を考察してきた。その過程で、ネット

ワーク戦略の分類法を再考し、（1）直近の人間関係

を適宜利用し、しかも、ほぼそうした直接的な関係に

留 ま っ た ま ま 活 動 す る 「 現 状 利 用 型 」 （ passive 

recipient）、（2）既存の人間関係をベースにするとは

いえ、適度にランダムなリワイヤリング（情報伝達経路

の つ な ぎ 直 し ） を 積 極 的 に 行 う 「 動 き 回 り 型 」

（activist）、（3）同様に既存の人間関係をベースに

するが、他方でまったく新規に独力で遠方に及ぶ人

間関係を構築する「ジャンプ型」（jumper）の 3 類型

を新たに提起した。 

他方、筆者らは、温州人企業家に対する独自調査

を継続する中で、（1）温州人を取り巻くネットワークは

全体としてスモールワールド化しており、（2）既存の

人間関係を必要に応じて活用する「現状利用型」より

も、既存の人間関係をベースとするが、適度にランダ

ムなリワイヤリングを積極的に行う「動き回り型」や、全

く新規に人間関係を構築する「ジャンプ型」のほうが

繁栄している、といった仮説を構築した。 

本研究はこうした仮説の検証を企図したもので、筆

者らは、2012 年 3 月 23 日～31 日にかけて、イタリ

アのフィレンツェ、プラート、エンポリ、ナポリ、ローマ

の 5 都市とハンガリーのブダペストを訪問し、現地で

活躍する新華僑の実態を調査した。限られた日程で

はあったが、意大利羅馬華僑華人貿易総会（在ロー

マ）、意太利福建総商会（同）、ハンガリー華人婦人

連合会（在ブダペスト）、ハンガリー福建同郷会（同）

の各同郷団体、さらに温州大学の張一力教授や周

歓懁講師らの協力を得て、イタリアで温州人 28 人、

福建人 5 人、ハンガリーで温州人 4 人、福建人 2 人、



東北人 2 人の計 41 人の経営者に、どのような人や組

織といかなる関係を構築しているのか、起業や事業

転換にあたりどのようなネットワークをいかに活用して

いるのかといった観点から、1～2 時間程度のセミスト

ラクチャード形式のインタビューを行った。 

この現地調査により、次の 2 つの成果が得られた。 

第 1 に、福建人に関する一定量の独自データを新

たに入手でき、少なくとも改革開放後に欧州に進出し

た福建人社会では、温州人社会の特徴とされる、（1）

すぐれた情報伝達特性を持つネットワーク、（2）最低

限の生活保障や起業に必要な経営資源獲得手段と

して機能する豊かなソーシャル・キャピタル、（3）企業

家精神を最重要視する規範のいずれもが相対的に

脆弱であることが示唆された。さらに、温州人社会に

比べ繁栄の度合いが低いことも明らかになった。 

第2に、筆者らがこれまで蓄積してきた在欧州の温

州人に関する独自データとの比較により、彼らのトポ

ロジーやパフォーマンスの経時的変化を分析すること

が可能になった。2008 年秋のリーマン・ショック以降、

欧州経済が不振を極める中、中国製品の輸入販売

やメイド・イン・イタリー製品の製造販売等で繁盛して

いた欧州在住の温州人企業家も苦境に陥り、商売替

えや中国への U ターンが目立っていた。 

最後に、本研究全体を通じて得られた知見を、以

下に述べておく。温州人は、福建省をはじめとする他

地域出身の新華僑とは明らかに異なる価値基準や行

動規範、社会構造を持っており、1980年代から2008

年頃までの欧州には、温州人の価値基準や行動規

範、社会的構造に合致し、その成長を助ける好条件

が重なり合っていた。移民が移民を呼び込む累積性

を可能にした欧州への出稼ぎや移住の歴史、資本主

義経済の浸透と経済のグローバル化、安価で勤勉な

移民を活用する欧州の分断された労働市場、中国の

経済的発展と安価な中国製品を求める欧州市場など

である。そうした環境下で、温州人企業家が行う適度

のランダム性を持った頻繁なリワイヤリングと、その効

果を同郷人社会内に一気に拡散させる、深い信頼で

結ばれたメンバー間の優れた情報伝達特性、さらに、

その帰結としてのネットワーク全体の競争優位こそが、

持続的な集団的繁栄の好循環を生み出していたの

である。温州人社会は、コンピューター・シミュレーシ

ョンによって数学的に描出されたスモールワールドの

トポロジーの理念型に接近する極めて優れたネットワ

ークであったと想定できる。 

しかしながら、温州人の経済的繁栄を支えたソー

シャル・キャピタルは、結局のところ、血縁や同郷縁を

ベースとする原初的な段階にとどまっており、近年の

温州人の苦境は、彼ら自身を繁栄に導いた、まさ

にその価値基準や行動規範、社会的構造そのもの

に起因している可能性が強く示唆される。 

なお、2012 年夏以降、西口は、米国の MIT に長

期滞在し、ネットワーク論や組織間関係論に関する理

論的研究を進めている。最先端の研究動向や知見を

含む本研究の成果は、有斐閣から 2013 年に出版を

予定している著作に反映させる。 
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【３６】 我が国農業の未来を創る IT 農業者の育成 

 

九州大学大学院農学研究院 准教授  岡安 崇史 

 

〔研究の概要〕 

本研究は，著者らが開発中の情報化農業支援システム「Agri-eye」の圃場環境情報計測システムと農作業履

歴入力システムを一般農家に試験提供し，農業へのIT導入を実践し得る農業者（IT農業者）の育成を図ることを

目的としている．本研究を実施した結果，協力農家は，携帯電話，スマートフォン等の携帯端末を用いて，圃場

環境情報（温湿度，日射量，土壌水分，CO2濃度）の確認や農作業情報の入力を行うことが可能となり，①圃場

巡回の回数削減や，②収集した情報を農作業の改善に利用できることなどを示した．一方，農作業記録のため

のWebアプリケーションは，①農作業中のデータ入力が困難，②入力回数が多いなど，入力インタフェースに関

する改善意見が寄せられ，実用化にはさらなる改善が不可欠であることがわかった．以上のように限定的な内容

ではあるが，一般農家にも農業へのIT導入のメリットを示すことができたと考える． 

 

〔研究経過および成果〕 

図 1 に情報化農業支援システム「Agri-eye」の

概念図を示す．Agri-eye は，IT を活用して農業生

産に必要な様々な情報を収集・利活用することに

より，農作業の最適化，農業資材の削減，新規就

農者育成などを支援することを目的としている． 

図 2 に圃場環境情報計測装置の構成を示す．同

装置は，温湿度，日射量，土壌水分，CO2濃度等の

センサ，データ計測・送信ボードおよび電源・ネ

ットワーク供給装置から構成される．計測データ

は，データ計測・送信ボード内でメールデータに

変換され，3G回線を用いてインターネット上のメ

 
図 2 圃場環境情報計測装置の構成 



ールサーバーへ送信された後， Agri-eyeデータベ

ース内に格納される．利用者は， PCや，携帯電

話，スマートフォン等の携帯端末で利用可能な

Webアプリケーション経由で圃場環境情報の参照，

分析等が行える． 

図 3 は携帯端末を用いた農作業入力画面の一例

を示す．図はハウスきゅうり栽培農家の農作業情

報入力の画面構成例を示している．同アプリでは，

農家自らが圃場環境情報を確認しながら，農作業

の実施や農作業の適期判断を行える機能を提供し

ている．また，入力された農作業履歴情報は，同

Web 画面上で直ちに確認できると同時に，他の農

家との農作業履歴情報の共有も可能にしている． 

上記システムを用いた実証実験は，福岡県糸島

市の農家協力の下，平成 24 年 1 月から現在に至る

まで実施中である．協力農家は，きゅうりおよび

イチゴ栽培農家とした． 

図 4にイチゴハウス内環境の経時変化を示す．

本図から明らかなように，ITの利用によって，ハ

ウス内環境の変化を容易に数値化できるので，CO2

濃度による日射量と作物の光合成の関係の把握や，

ハウス内温度の適正制御が可能となった． 

協力農家への IT 導入に関するアンケートを実

施したところ，①圃場環境情報に応じた作物生育

状態の変化を常に観察するようになった，②圃場

環境情報に対応してハウス内環境の制御を行うよ

うになったとのコメントを得た．一方，農繁期の

農作業履歴の入力は極めて困難であるとの理由か

ら，ユーザインタフェースについては改善してほ

しいとの要望も寄せられた．このように，一般農

家でも IT 導入した新たな農業生産活動への取組

が十分に行えることを示した． 

(a) 現在の圃場環境情報 (b) 作業項目の表示

(c) 作業項目の入力 (d) 作業履歴の表示
 

図 3 携帯端末を用いた農作業入力画面の一例 
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【３７】 PDA 端末を利用する医療技能教育・評価システムの有効性検証 

 

研究者 東京女子医科大学医学部 講師  大久保 由美子 

 

〔研究の概要〕 

 効率的かつ実践的な臨床的思考力および臨床技能教育のために新たな評価法の有機的組み合わせによるコ

ンピタンシー教育システムを開発した。本研究で開発する臨床実践力教育を既存の教育と複合して経時的に関

連づけて実施し、新たなコンピタンシー達成評価を組み合わせ、高質な臨床実践教育および臨床教員への負

担減少を目的に IT を導入した。学生が初診患者を診察し症例報告を行う中で、自己および指導者からのフィー

ドバックを反復して経験し評価を意識しながら実習することで、臨床技能・臨床推論能力が向上し学習意欲が高

まった。PDA 端末を用いて学生と教員が学生の実技記録を共有し、観察、省察を繰り返すことによる医療技能教

育・評価システムの有効性が認められた。 

 

〔研究経過および成果〕 

2 年間の前向き介入研究で、横断的・縦断的解析

を行った。介入として総合診療科の臨床実習に参加

した医学生にPDA端末を利用した新たな教育を行い、

問題解決能力、臨床推論能力、技能、態度、学習意

欲を後述する各種法で評価する。臨床前教育の充実、

臨床実習での IT 利用の双方向性学習を通じ、ミニテ

ストと即時フィードバックを反復する組み合わせ学習

法が、臨床前教育および臨床実習を統合し学年縦

断的に累進型の臨床的問題発見・解決に必要な臨

床的思考能力を育成するかを検証した。 

 本学では問題基盤型学習テュートリアル教育を行

っている。最近臨床実習前の 4 年生を対象に臨床推

論 能 力 開 発 を 目 的 と し た チ ー ム 基 盤 型 学 習 法

(Team-Based Learning ; TBL)を開始し、一般の講義

ではレスポンスアナライザーを用いた双方向性教育

を取り入れ、その効果を認めた(発表論文 1,2)。今回、

既存の言語化試験(Script Concordance Test ; SCT) 

を基に臨床現場での思考および判断能力を測定す

るための評価法を作成した（同 3）。臨床実習前に

TBL、学生同士のロールプレイ、模擬患者との医療

面接訓練、シミュレーターを用いた医療技能訓練、

SCT を組み合わせ反復することで、問題発見、解決、

グループや専門家の判断を通じた臨床的な思考、臨

床技能、態度を学習させた。学生は 4 年次に全国共

用 試 験 の 客 観 的 臨 床 能 力 試 験 （ Objective 

Structured Clinical Examination ; OSCE）に合格した

後、5 年次より臨床実習に進む。本研究で学生（5、6

年生）は介入群と対象群に分けた。介入群は総合診

療科での実習で実際の初診患者を毎日診察し、診

察場面を臨床教員に観察・各種臨床能力を評価され

フィードバックを得る臨床技能評価法(mini clinical 

evaluation exercise ; mini CEX) を受ける。さらに学

生は担当症例を複数の臨床教員にプレゼンテーショ

ンしフィードバックを得る様子をビデオ録画され、学

生と指導教員が録画を PDA で共有・観察し互いに段

階評価と省察を加えた。介入群（教育期間別に 1 週

群、3 週群）と対照群で臨床能力を比較した。介入群



は自由記載の実習評価および上達項目などを自己

評価した。 

介入群と対象群では、臨床実習前 4 年時の TBL、

SCT、OSCE の成績に差はなかった。介入群の mini 

CEX スコアは実習日数とともに上昇した（図１）。 

 

臨床推論能力を測定する SCT は、介入後で有意に

上昇した（図２）。   さらに

対象群に比し 1 週群では差がみられなかったが 3 週

群では有意に SCT の得点が高かった(図 3)。

臨床実習終了時の 6 年

生に実技による臨床技能・態度を評価する OSCE を

行ったところ 1 週群では差がみられなかったが 3 週群

では有意に OSCE の得点が高かった(図 4)。

症例プレゼンテーション

およびフィードバックの記録を学生および教員が観察

した段階評価は、実習日数とともに上昇した。自由記

載の実習評価では PDA を用いた自己省察とフィード

バックは学生の満足度が高く、臨床推論能力訓練と

して有意義で学習意欲を高めたとする意見が多かっ

た。上達項目は医療面接(88.9%)、身体診察(61.1%)、

臨床判断(48.1%)であったが、難しかったものは臨床

判断(78.3%)、マネージメント(37.0%)であった。 

研究期間の半分を経過した段階で PDA 端末を利

用した医療技能教育・評価システムは良好に機能し

ており、さらに評価を重ねていく。 
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【３８】 農山漁村における新たな地域支援人材の育成に関する実証的研究 

―人的支援施策の導入プロセスと評価軸の検討 

 

研究者 法政大学現代福祉学部 准教授  図司 直也 

 

〔研究の概要〕 

 わが国の条件不利地域である農山漁村を対象に、2000 年代後半から国が主導して、「集落支援員」や

「地域おこし協力隊」といった地域支援の外部人材導入事業が、ソフト面での地域振興の手法として施

策化され、各地で積極的な導入が図られている。その一方で、関係機関や受入地域の状況を見る限り、

人的支援施策の成果の検証とそれを踏まえた将来展望の提示はほとんど進んでいない。また、市町村合

併等により受入主体となる行政と集落の現場との距離が広がり、人的支援の導入・活用策や支援後のビ

ジョンのないままに導入されるケースが少なくない。そこで本研究では、人的支援施策の導入プロセス

の整理を通して、今日展開する外部からの地域支援人材の役割や成長過程を明示すると同時に、受入地

域における変化やその兆候を捉え、人的支援施策が持続するために有効な評価軸を検討する。 

 

〔研究経過および成果〕 

本研究では［Ⅰ．人的支援施策の導入プロセスの

整理Ⅱ．外部からの地域支援人材の役割・成長過

程の明示Ⅲ．受入地域における変化・兆候の捕捉

Ⅳ．人的支援施策が持続するために有効な評価

軸の検討］の順で進める作業計画を組んでいたが、1

年間でⅢの半ばまで進める結果となった。 

Ⅰ．では、人的支援施策の実績および関連文献調

査をもとに、人的支援施策の政策的位置づけと人的

支援施策の特徴について整理した。このうち、人的支

援施策の特徴は以下の 4 点にまとめられた。以下、

協力隊や支援員を「地域サポート人材」と称する。 

第1に、「人」を政策対象に据えている点である。導

入時を起点として、1 年 1 年の協力隊や支援員の行う

活動内容のみならず、サポート人材自身の技術面、

さらにはコミュニケーション能力や地域に向き合う姿

勢といった内面においても、様々な経験を積み重ね

て、少しずつ成長があるはずである。このような「サポ

ート人材の成長や変化」を把握するためにも、受入担

当者の緊密なマネジメントが求められている。 

第 2 に、サポート人材の絶え間ない関わりによる

「地域の変化」が期待されている点である。今回の事

業は、外部人材の関わりから内発性の喚起を期待す

るものと言え、サポート人材と地域とが関わり合うプロ

セスからどのような地域側の変化が生まれるかも大き

な焦点となる。 

第 3 に、サポート人材が関わる主体が多岐にわた

る点である。地方自治体が事業の受け皿になってい

る点は、従来の補助金事業と同じではあるが、協力

隊や支援員が直接関わる行政主体は、市町村合併

の影響から本所―支所間で分かれたり、また、現場

での取り組みや課題解決に向けた活動から、受入担

当部署を超えて、部署横断的な関わりになったりする。

また、地域の様々な組織団体や NPO などと一緒にな



って活動することもあり得る。サポート人材は、まさに

地域に関わる「遊軍」であり、このような「遊軍」人材に

対して、彼らの活動を自治体の受入担当者がどのよ

うに把握し、関係機関と連携してサポートできるのか、

マネジメント体制のあり方も大きな焦点となる。 

第 4 に、事業年数が複数年度にわたる点である。

地域おこし協力隊の場合は最長 3 年間、集落支援員

の場合は年限設定がないことから、単年度での事業

報告に留まらず、経年的な変化を含めたプロセスで

の把握が求められることになる。 

次いでⅡ．では、人的支援施策を導入する地方自

治体において、関係主体にヒアリング調査を実施し、

そこから地域サポート人材に期待される役割を整理し

た（表参照）。 

ひとつの方向性は、既に展開している地域活動に

対して新たな外部主体が関わりを持つ「中間支援活

動」から、地域との新たな出会いから信頼と刺激を得、

そこに新たな活動や仕事を起こそうとする「価値創造

活動」へと展開するサポート活動であろう。徳島県三

好市における協力隊の活動には 2 つの傾向があり、

田舎暮らしを経験してみたいという理由で応募した協

力隊は、「中間支援活動」を重ねながら地域に馴染

み、他方で農山村の地域資源を活かして新たな仕事

を起こし、「生業」に高めていこうとする協力隊は、「価

値創造活動」に重点をおく傾向が見られた。総じて、

協力隊に応募する都市からの U・I ターン者には、こ

の「中間支援活動」と「価値創造活動」のいずれか、も

しくは両方を求める志向が見受けられる。受入地域と

しても、協力隊には、任期中にこの 2 種類の活動を通

して現場と関わり、地域住民と接して、それぞれの定

住環境を整えていくことを期待しているはずであろう。 

 もうひとつの方向性は、現場の実情を捉えて、住民

相互や行政との間に立って情報共有や話し合いの

機会に繋げていく「中間支援活動」を軸としたサポー

ト活動である。もともと、地元に精通している「集落支

援員」に期待される役割であり、徳島県三好市におけ

る導入は、まさにこの流れに沿ったものであった。し

かし、実際には、和歌山県高野町では、担当範域が

限定されたり、日常生活の空間と重複したり、担当集

落との距離が近すぎてしまうと、住民個別の「生活支

援活動」にまでサポート領域が拡大し、公私の区別が

つきにくくなる危うさも孕んでいた。その点で、本来、

生活支援は行政や社協など既に担うべき側面でもあ

り、「中間支援活動」に従事するサポート人材は、あく

まで補完的な立場に留まることが望ましい。高野町の

ように、個別の生活支援に関わる事項に関しては、家

族や身内を視野に入れたサポートの場づくりの検討

を行政から当事者に促すなど、導入の際には予め支

援員の役割を明確に地域側に伝えることにも留意す

べきである。 

Ⅲ．については、現在、現地調査にむけた準備作

業を進めている段階にあり、Ⅳ．での総括を含め、研

究期間後も本研究の残された課題として、今後も作

業を継続させていく予定である。 
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